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　等の輪を世界へ広げる「小金井市」をめざします。

の平等をめざして、ここに「男女平等都市」を宣言します。

１　私たちは、人権を尊重し、互いの性を認め支えあい、いきいきと充

　実した人生がおくれる男女平等の「小金井市」をめざします。

１　私たちは、一人ひとりが共に個性や能力を発揮し、社会のあらゆる

　分野に男女が共同参画できる「小金井市」をめざします。

１　私たちは、男女が共にかけがえのない地球の環境を守り、平和と平

告 示  第 ９ ９ 号

男 女 平 等 都 市 宣 言

　私たちは、誰もが人間として尊ばれ、また、自らの個性にあった生き

方を自由に選択できる社会を願っています。

　そのため、個人の尊厳と両性の平等を基本理念として社会的、文化的、

歴史的な性差を排し、職場、家庭、学校、地域などすべての領域での真

はじめに

　小金井市では、「人権尊重とワーク・ライフ・バランスを軸とする男
女共同参画の実現をめざして」を基本理念とし、平成２５年３月に「小
金井市第４次男女共同参画行動計画」を策定しました。
　この報告書は、平成２８年度における各施策の具体的な事業の実績を
まとめたものです。

平成２９年７月

平成８年１２月３日
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Ⅰ 第４次男女共同参画行動計画の概要 

 

１ 基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市が目指すべき男女共同参画社会は、「男女が互いにその人権を尊重し、認め合い支え

合いながら、それぞれの個性と能力を十分に発揮することができ、また、一人ひとりが輝い

て生きることができる社会」です。 

 

第３次行動計画では、「人として平等な社会をめざして 男女共同参画の推進を」を掲げ、

さまざまな取組を進めてきました。しかし、計画を推進する過程で、今後の課題として、男

女共同参画社会の実現のためには、特に以下の二つがあらためて求められていることが明ら

かになっています。 

 

一つ目は「人権尊重」です。ＤＶのない社会の実現、さらには、女性・男性・子ども・高

齢者・障がい者・外国人、その他あらゆる人々が人として尊重され、共生し合う社会の実現

が、男女共同参画社会の実現の基本となるからです。 

 

二つ目は「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」です。今後持続可能な社会

を築いていくためには、固定的な性別役割分担意識の解消を図り、女性が就業することによ

り、仕事や家事・育児・介護の二重負担を強いられることがないようにするほか、だれもが

健康かつ自らの希望するバランスで社会生活を営み、地域活動等にも参画するなど、互いの

能力が発揮できる環境をつくる必要があるからです。 

 

個人も、家庭も、地域社会も、この「人権尊重」と「ワーク・ライフ・バランス」に留意

しながら、その実現を支える啓発・支援・環境整備等の仕組みを発展させ、新しいライフス

タイルを創っていくことを通し、意識と実態が伴った男女共同参画社会を形成していくこと

が必要です。 

 

これらの点を踏まえて、本計画の基本理念を「人権尊重とワーク・ライフ・バランスを軸

とする 男女共同参画の実現をめざして」と定めます。 
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２ 基本目標 

 

本計画の基本理念を具体的に推進していくため、基本目標を以下のとおり定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

✦基本目標Ⅰ 互いに認めあい、男女平等意識を備えたひとを育む 

互いを尊重し、一人ひとりが個性や能力を発揮できるよう、生涯を通じた男女平等意識の

醸成と男女共同参画への学びを支援します。 

 

✦基本目標Ⅱ ワーク・ライフ・バランスの実現した暮らしをめざす 

男女がともに健やかに暮らしながら、仕事、家庭生活、地域活動等にバランスよく参画す

るなど、自分らしい生き方に対して主体的な選択を可能にする生活環境をつくります。 

 

✦基本目標Ⅲ 人権を侵害する暴力を許さない社会づくりで安心を守る 

（Ⅲの１～３は小金井市配偶者暴力対策基本計画） 

ＤＶの未然防止と被害者の保護・自立に向けた支援の一体的な推進を図るとともに、スト

ーカーやセクシュアル・ハラスメント、虐待等を含めた男女共同参画社会の実現を阻む暴力

を根絶するための取組に努めます。 

 

✦基本目標Ⅳ 男女共同参画を総合的に推進する仕組みをつくる 

市民と行政が強力なパートナーシップのもと、それぞれの立場で男女共同参画を理解し、

責任を共有することで、総合的・計画的に男女共同参画を推進します。 

 

 

 

✦基本目標Ⅰ 

 互いに認めあい、 

男女平等意識を備えた 

ひとを育む 

✦基本目標Ⅱ 

 ワーク･ライフ･バランスの 

実現した 

暮らしをめざす 

✦基本目標Ⅳ 

 男女共同参画を 

総合的に推進する 

仕組みをつくる 

✦基本目標Ⅲ 

人権を侵害する 

暴力を許さない社会づくりで 

安心を守る 
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３ 計画の位置づけ 

 

✦本計画は、「小金井市男女平等基本条例」第１０条第１項に基づく、「男女共同参画施策を

総合的かつ計画的に推進するための行動計画」です。 

✦「第４次小金井市基本構想・前期基本計画（小金井しあわせプラン）」における施策の大

綱の一つ「豊かな人間性と次世代の夢を育むまち（文化と教育）」の個別計画として策定

します。 

 

 

４ 計画の性格 

 

✦本計画は、本市におけるこれまでの取組を引き継ぎ、発展させ、あらゆる分野で男女共同

参画を推進していくための計画として、本市が行う施策の基本的な方向や具体的な内容を

体系化し明らかにしたものです。なお、具体的かつ個別の事業の目標については、各分野

の計画の中で示すものとして作成しています。 

✦本計画は、「男女共同参画社会基本法」第１４条第３項に規定する「市町村男女共同参画

計画」とします。 

✦本計画の基本目標Ⅲの１～３は、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法

律」第２条の３第３項に基づく「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策

の実施に関する基本的な計画（市町村基本計画）」とし、平成２２年（２０１０年）に策

定した「小金井市配偶者暴力対策基本計画」を引き継ぐものです。 

 

 

５ 計画の期間 

 

本計画は平成２５年度から平成２８年度までの４年間の計画です。ただし、国内外の社会

情勢の変化や法制度等の改正等により、必要に応じて計画の見直しを行うものとします。 

 

23 年

度 

24 年

度 

25 年

度 

26 年

度 

27 年

度 

28 年

度 

29 年

度 

30 年

度 

31 年

度 

32 年

度           

          

          

          

          

          

 

 

 

第４次男女共同参画行動計画 
第３次行動計画 

第４次小金井市基本構想 

前期基本計画 後期基本計画 

【国】第３次男女共同参画基本計画 

配偶者暴力対策基本計画 

【都】男女平等参画のための東京都行動計画 
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６ 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本理念 基本目標 施策の方向 

人
権
尊
重
と
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
を
軸
と
す
る
男
女
共
同
参
画
の
実
現
を
め
ざ
し
て 

基本目標Ⅰ 

互いに認めあい、 

男女平等意識を備えた 

ひとを育む 

基本目標Ⅱ 

ワーク･ライフ･バランスの 

実現した 

暮らしをめざす 

基本目標Ⅲ 

人権を侵害する 

暴力を許さない 

社会づくりで 

安心を守る 

１ 人権尊重・男女平等意識の普及・浸透 

２ 男女共同参画を推進する教育・学習の推進 

１ 男女がともに能力を発揮できる就業環境づくり 

２ 家庭生活との両立支援 

３ 男女がともに参画する地域づくりや市民活動の促進 

４ 生涯を通じた男女の心身の健康支援 

１ 政策・方針決定過程への男女の参画 

２ 市民参加・協働による男女共同参画の推進 

 

３ 庁内の推進体制の充実・強化 

基本目標Ⅳ 

男女共同参画を 

総合的に推進する 

仕組みをつくる 

１ 暴力の未然防止の意識づくり 

２ 被害者支援の推進 

３ 相談・連携体制の整備・充実 

４ ストーカーやセクシュアル・ハラスメ
ント、虐待等への適切な対応と対策 

Ⅲの１～３は小金井市配偶者暴力対策基本計画 
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主要施策 

（１）人権・男女平等の意識改革の推進 

（２）男女共同参画の基盤となる人権の尊重 

（１）教育の場における男女平等教育の推進 

（２）生涯を通じた男女平等教育の推進 

（１）仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）に向けた環境づくり 

（２）働く場における男女平等の推進  （３）女性の就労に関する支援 

 

（１）育児や介護等への支援体制の整備  （２）各家庭の状況等に応じた支援 

（１）地域づくり活動における男女共同参画の推進 

（１）女性のライフステージに応じた健康づくり 

（２）性差や年代に応じた健康づくり  （３）自立した生活への支援 

 

（１）ＤＶの防止に向けた情報提供や啓発、早期発見 

（２）若い世代への啓発・教育の推進 

（１）安全確保と自立支援の実施 

 
（１）相談体制の整備・強化 

（２）連携体制の充実 

（１）政策・方針決定過程への参画の拡大 

 

（１）市民参加の推進 

 

（１）庁内の男女平等の推進 

（２）計画の推進体制の強化 

（１）ストーカーやセクシュアル・ハラスメント、虐待等への対策の推進 



Ⅱ　第４次男女共同参画行動計画の推進状況調査（平成２８年度実績）

　１　推進状況調査の概要

【調査事業】

【対 象 課】

　第４次男女共同参画行動計画に掲載になっている２０課

【調査項目】

　○実施内容

Ｂ＝前年度同様（前年度と同様の内容で実施した。）

Ｃ＝縮小

Ｄ＝未着手（該当事業に取り組まなかった。）

Ｅ＝終了

　○男女共同参画の視点

　　①固定的な性別役割分担意識の解消や男女平等意識・人権意識の育成

　　②仕事と生活が両立できる社会環境づくりや意識の育成

　　③男女の生活の安定と自立を促す取組

　第４次男女共同参画行動計画に掲載になっている１２１事業

　　基本目標Ⅰ　互いに認めあい、男女平等意識を備えたひとを育む（２４事業）

　　基本目標Ⅱ　ワーク・ライフ・バランスの実現した暮らしをめざす（５１事業）

　　基本目標Ⅲ　人権を侵害する暴力を許さない社会づくりで安心を守る（２８事業）

　　基本目標Ⅳ　男女共同参画を総合的に推進する仕組みをつくる（１８事業）

　○自己評価（対前年度実績）

6

Ａ＝充実・強化（事業を新たに実施した。または充実した。）

　　（概ね達成できている場合は○印、十分達成できている場合は◎印。複数回答可）

市民部(４課）：市民課、コミュニティ文化課、経済課、保険年金課

　第４次男女共同参画行動計画を総合的かつ計画的に推進し、実効性のあるものとする
ため、事業を検証、評価する。また、小金井市男女平等基本条例第１１条でも、男女平
等社会の形成の現況及び男女共同参画施策の実施状況についての報告書を毎年、作成
し、公表するものとしている。

学校教育部（２課）：学務課、指導室

生涯学習部（３課）：生涯学習課、図書館、公民館

企画財政部（２課）：企画政策課、広報秘書課

総務部（３課）：地域安全課、職員課、管財課

福祉保健部（３課）：自立生活支援課、介護福祉課、健康課

子ども家庭部（３課）：子育て支援課、保育課、児童青少年課

【目　　的】　

　　④課題を抱える男女の支援や人権を守るための支援



　２　推進状況調査結果の概要

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥

て選択している項目もあります。

で示しています。

0事業
（0％）

※効果があったと思われる男女共同参画の視点は複数回答可としているため、重複し

※効果があったと思われる男女共同参画の視点で割合が高かった視点を

○又は
◎を選

択

○又は
◎を選

択

1事業
(4.3％)

17事業
(11.0％)

22事業
(95.7％)

0事業
（0％）

0事業
（0％）

0事業
（0％）

138事業
(89.0％)

0事業
（0％）

0事業
（0％）

0事業
（0％）

0事業
（0％）

○又は
◎を選

択

自己評価

0事業
（0％）

0事業
（0％）

○又は
◎を選

択

6事業
(16.7％)

30事業
(83.3％)

0事業
（0％）

0事業
（0％）

0事業
（0％）

○又は
◎を選

択

5事業
(8.3％)

55事業
(91.7％)

0事業
（0％）

選択
項目

5事業
(13.9％)

31事業
(86.1％)

0事業
（0％）

効果があったと思われる男女共同参画の視点
目
標

※事業数は１２１事業（上記Ａ欄）ですが、一事業に対して複数課が担当課になって
　いる場合を含めると１５５事業（上記Ｂ欄）あります。

※表中の（　　）内の割合（％）は、上記Ｂ欄の事業数を基に算出しています。（小
　数点第二位を四捨五入）

28事業

155事業計 121事業

4事業
(11.1％)

1事業
(2.8％)

10事業
(27.8％)

7事業
(34.8％)

32事業
(88.9％)

15事業
(41.7％)

13事業
(36.1％)

11事業
(30.6％)

13事業
(21.7％)

24事業
(40.0％)

7

基本
目標
Ⅱ

基本
目標
Ⅲ

基本
目標
Ⅳ

51事業

基本
目標
Ⅰ

36事業24事業

60事業

10事業
(27.8％)

23事業

6事業
(16.7％)

57事業
(36.8%)

38事業
(63.3％)

15事業
(25.0％)

14事業
(23.3％)

13事業
(21.7％)

32事業
(88.9％)

0事業
(0.0％)

24事業
(66.7％)

　○効果（達成度）の理由

1事業
(4.3％)

0事業
(0.0％)

1事業
(4.3％)

9事業
(39.1％)

10事業
(43.5％)

事業数

36事業

18事業

　　この一覧表は、担当課が平成２８年度に行った事業に対して、前年度に比べての
　自己評価結果及び「男女共同参画の視点」に立った評価を実施し、基本目標別に集
　計したものです。

　○男女共同参画のための今後の課題や推進の方向性

56事業
(36.1%)

41事業
(26.5%)

61事業
(39.4%)

59事業
(38.1%)

29事業
(18.7%)

  　⑤男女がともに様々な社会参加・方針決定過程参加をするための環境づくり 

　　⑥他部署や関係機関との連携による男女共同参画の推進



1
男女平等都市宣言
の浸透

企画政策課

第30回こがねいパレット記録集（400部発行）、新成人のみなさんへ（成人式
配布冊子＝740部）、多摩3市男女共同参画推進共同研究会小金井市男女
共同参画講演会（参加者女性41人、男性23人、子ども3名）、東京ウィメンズ
プラザフォーラム（11/11～11/12）を活用し、浸透を図った。

B

4
人権・男女平等に関
する図書・資料の収
集の充実

図書館 人権・男女平等に関する図書類や関係資料の収集に努めた。 B

6
女性史の視点を取り
入れた市史の編纂・
発行

生涯学習課
小金井市史の発行のための編さん活動に、元小金井女性史を作る会の方
に協力していただいた。 B

7
人権に関する各種講
演会の開催

広報秘書課

東京都人権啓発活動ネットワーク協議会と小金井市の共催で、人権に関す
る正しい理解と認識を深め、人権意識の高揚を図ることを目的として、第６
８回人権週間行事「講演と映画の集い-ｉｎ小金井」（小金井宮地楽器ホー
ル）を開催し、380名が参加した。

A

関係各課
（企画政策課）

人権・男女平等に配慮した、情報誌かたらい44号（平成28年9月）・45号（平
成29年3月）を各2600部、新成人のみなさんへ（平成29年1月）を4課共同で
740部、第30回こがねいパレット（平成29年3月）を400部、発行した。

B

関係各課
（広報秘書課）

市報等にイラストや写真を掲載する際、男女平等の視点を取り入れる。
月２回、１日・１５日に発行。
平成２８年度は1,544,100部発行
（平成２８年４月１５日号～平成２９年４月１日号）

B

関係各課
（児童青少年課）

「小金井市子どもの権利に関する条例」リーフレット（小学生版・中学生以上
版）を配布（市内公立小・中学校に全員配布）。また、健全育成各地区行事
で799部配布した。（平成28年度小学生版1,005部、中学生以上版1,499部）

B

　基本目標Ⅰ　互いに認めあい、男女平等意識を備えたひとを育む
　1　人権尊重・男女平等意識の普及・浸透

担当課 実施内容
自己評価
（対前年
進捗度）

主要事業
番
号

8

主要
施策

（１）人
権・男
女平等
の意識
改革の
推進

10
人権に配慮した市刊
行物等の作成

（２）男
女共同
参画の
基盤と
なる人
権の尊
重

人権・
男女平
等に関
する広
報・啓
発活動
の推進

人権・
男女
平等
に関
する
講演
会等
の開
催 ★

３　推進状況調査結果（事業別一覧）の見方

具体的
施策

欄外に、「基本目標」（Ⅰ～Ⅳ）及び「施策の方向」（１３施策）を記載しています。

「主要施策」（２３施策）、「具体的施策」（３５施策）、「主要事業」（１２１事業）を明記してます。

主要事業を担当している課（２０課）を記載しています。 対前年進捗度の自己評価を記載しています。

■自己評価（対前年進捗度）について
A＝充実・強化（事業を新たに実施した。ま
たは充実した。）
B＝前年度同様（前年度と同様の内容で実施

した。）
C＝縮小
D＝未着手（該当事業に取り組まなかっ
た。）
E＝終了

各主要施策の
核となる施策
には、具体的
施策名の最後
に★を記して
います。

担当課が実施した内容を記載していま

す。

参加者数の記載については、可能な限

り男女別の人数を明記し、事業目的の

達成感を測る指標の一つとしています。



① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○ ○

例年通り第30回こがねいパレット記録集、新成人のみなさ
んへ（成人式配布冊子＝740部）、多摩3市男女共同参画
推進共同研究会小金井市男女共同参画講演会（参加者
女性41人、男性23人、子ども3名）、東京ウィメンズプラザ
フォーラム（11/11～11/12）を活用し、浸透を図ることがで
きた。

28年度と同様、パレット記録集（400部）、新成人のみなさん
へ（740部）、多摩3市男女共同参画推進共同研究会講演会
等で浸透を図る。

○
誰でも利用できる図書館においては、関係資料の閲覧貸
出しが可能である。

　今後も、人権・男女平等の資料の収集に努めるとともに、男
女共同参画週間に合わせて、テーマ図書展示等も行い、資
料の活用にも努める。

○ ○ 女性史の観点からみた内容を市史に反映した。 引き続き市史を発行する活動を行う。

◎ ◎
KONISHIKI氏による講演と映画「パディントン」の上映、展
示等により、人権意識の育成に寄与した。

実施内容の充実を図りながら、事業の継続を図る。

○ ○ ○ ○
各種啓発資料を作成し、広く市民に周知することによっ
て、様々な意識の育成や支援につながった。

掲載内容等の充実を図ると共に、関係各課と協力をしながら
工夫して周知していく。

○
特段指定のあるものを除き、男女のバランスのとれたイラ
スト・写真を掲載することができた。

掲載内容の充実を図りながら、事業の継続を図る。

○
人権の尊重に向けた啓発活動として一定の効果があっ
た。

今後も継続して実施していく。

9

効果（達成度）の理由
男女共同参画のための

今後の課題や推進の方向性

効果があったと思われる
男女共同参画の視点

事業を実施したことにより、「効果があったと思われる男女共同参画の視点」を以下の６項目から選択してい
ます。（概ね達成できている場合は○印、十分達成できている場合は◎印を選択しています）

【効果があったと思われる男女共同参画の視点】
①固定的な性別役割分担意識の解消や男女平等意識・人権意識の育成
②仕事と生活が両立できる社会環境づくりや意識の育成
③男女の生活の安定と自立を促す取組
④課題を抱える男女の支援や人権を守るための支援
⑤男女がともに様々な社会参加・方針決定過程参加をするための環境づくり
⑥他部署や関係機関との連携による男女共同参画の推進

事業を実施したことにより、得られ

た効果や達成度の理由を記載してい

ます。

事業を実施していく上での、今

後の課題や推進の方向性を記載

してます。



① ② ③ ④ ⑤ ⑥

1
男女平等都市宣
言の浸透

企画政策課

第30回こがねいパレット記録集（400部発行）、新成人のみなさんへ（成人式配
布冊子＝740部）、多摩3市男女共同参画推進共同研究会小金井市男女共同
参画講演会（参加者女性41人、男性23人、子ども3名）、東京ウィメンズプラザ
フォーラム（11/11～11/12）を活用し、浸透を図った。

B ○ ○
28年度と同様、パレット記録集（400部）、新成人のみなさんへ（740
部）、多摩3市男女共同参画推進共同研究会講演会等で浸透を図
る。

2
男女平等基本条
例の普及

企画政策課

第30回こがねいパレット記録集（400部発行）、新成人のみなさんへ（成人式配
布冊子＝740部）、多摩3市男女共同参画推進共同研究会小金井市男女共同
参画講演会（参加者女性41人、男性23人、子ども3名）、ＤＶ普及啓発パネル
展（11/12～11/25開催）、東京ウィメンズプラザフォーラム（11/11～11/12）を
活用し、浸透を図った。

B ○ ○ ○
これまで活用してきた啓発機会に加え、そのほかの市民が多数集
まる場での啓発機会を活用し、より積極的に浸透を図る。

企画政策課

情報誌かたらい44号（平成28年9月）・45号（平成29年3月）各2600部
新成人のみなさんへ（平成29年1月）740部（4課共同）
第30回こがねいパレット記録集（平成29年3月）400部
の啓発冊子を発行した。
また多摩３市男女共同参画推進共同研究会（小金井市・国立市・狛江市）で
作成した「今考えたい男女共同参画」（1,500部）、警視庁作成「私は大丈夫と
思っている？」パンフレットや国・都・他自治体が発行した各種啓発資料を活
用し、広く市民に周知した。

B ○ ○ ○ ○
様々な啓発資料を活用することは出来たが、今後は啓発資料をよ
り多くの市民に周知するため、より多くの配布先を確保していく。

広報秘書課
人権週間意識啓発事業用リーフレット（1,400部）を作成し、小中学校教職員や
市民に配布した。 B ◎ ◎ ◎ 実施内容の充実を図りながら、事業の継続を図る。

企画政策課

男女平等に関する図書（女性情報、We learn、女性展望、共同参画、とうきょう
の労働）や各種資料を収集した。
また女性談話室に収集した各資料を配架するなど市民が閲覧できる環境を
整備した。

B ○ ○ ○
例年行ってきた女性談話室への資料配架のほかに、図書館等と協
力体制をとってより多くの市民に閲覧をしてもらうようにしていく。

図書館 人権・男女平等に関する図書類や関係資料の収集に努めた。 B ○ ○
　今後も、人権・男女平等の資料の収集に努めるとともに、男女共
同参画週間に合わせて、テーマ図書展示等も行い、資料の活用に
も努める。

5
情報誌「かたらい」
の発行・周知

企画政策課

市民編集委員の市民参加により、男女共同参画に係る企画を検討・取材後
に情報誌を作成・発行し、市内医療機関や市施設等に配布するなど広く市民
に周知した。
・44号「学び、出会い、楽しむ！男性料理教室」（平成28年9月・2600部発行）
・45号「改めて性的マイノリティ・ＬＧＢＴについて考える」（平成29年3月・2600
部発行）

B ○ ○ ○ ○ ○
市民編集委員とともに今後とも掲載内容等の充実を図っていく。ま
た関係各課や東京都や自治体、市内大学など関係機関と協力しな
がら周知方法等を工夫し作成・活用していく。

6
女性史の視点を
取り入れた市史の
編纂・発行

生涯学習課
小金井市史の発行のための編さん活動に、元小金井女性史を作る会の方に
協力していただいた。 B ○ ○ 引き続き市史を発行する活動を行う。

7
人権に関する各種
講演会の開催

広報秘書課

東京都人権啓発活動ネットワーク協議会と小金井市の共催で、人権に関する
正しい理解と認識を深め、人権意識の高揚を図ることを目的として、第６８回
人権週間行事「講演と映画の集い-ｉｎ小金井」（小金井宮地楽器ホール）を開
催し、380名が参加した。

A ◎ ◎ 実施内容の充実を図りながら、事業の継続を図る。

8
男女共同参画シン
ポジウムの開催

企画政策課

男女共同参画シンポジウム開催をより強化するため、国立市・狛江市とともに
行っている多摩3市男女共同参画推進共同研究会事業として、小金井市男女
共同参画講演会を開催した。（参加者68人　女性42人、男性23人、子ども3
名）

B ○ ○
平成29年度も男女共同参画推進共同研究会事業として開催し、今
まで以上に男女共同参画推進の重要性をより多くの市民に啓発で
きるよう企画・周知をしていく。

9
「こがねいパレッ
ト」の開催

企画政策課

市民実行委員の市民参加により、平成28年11月12日に第30回こがねいパ
レット「幸せを呼ぶ10秒そうじ　～そうじをしたくなるお話を聞きにきませんか？
～」を開催した。
参加人数　　     103人（参加者　女性82人、男性10人、子ども11人）
賛同団体展示　15団体
記録集作成　    400部（平成29年3月発行）

B ○ ○ ○
市民実行委員と協力し、今後とも、より広く市民に啓発ができる企
画立案を行い、実施していく。

関係各課
（企画政策課）

人権・男女平等に配慮した、情報誌かたらい44号（平成28年9月）・45号（平成
29年3月）を各2600部、新成人のみなさんへ（平成29年1月）を4課共同で740
部、第30回こがねいパレット（平成29年3月）を400部、発行した。

B ○ ○ ○ ○
掲載内容等の充実を図ると共に、関係各課と協力をしながら工夫し
て周知していく。

関係各課
（広報秘書課）

市報等にイラストや写真を掲載する際、男女平等の視点を取り入れる。
月２回、１日・１５日に発行。
平成２８年度は1,544,100部発行
（平成２８年４月１５日号～平成２９年４月１日号）

B ○ 掲載内容の充実を図りながら、事業の継続を図る。

関係各課
（児童青少年

課）

「小金井市子どもの権利に関する条例」リーフレット（小学生版・中学生以上
版）を配布（市内公立小・中学校に全員配布）。また、健全育成各地区行事で
799部配布した。（平成28年度小学生版1,005部、中学生以上版1,499部）

B ○ 今後も継続して実施していく。

1　人権尊重・男女平等意識の普及・浸透

特段指定のあるものを除き、男女のバランスのとれたイラスト・写
真を掲載することができた。

人権の尊重に向けた啓発活動として一定の効果があった。

11

情報誌「かたらい」では、男女共同参画に係る様々な記事や関係
機関の取り組み紹介、市の施策紹介などを掲載しているため、男
女平等意識の育成等、幅広い効果が図られた。また市内医療機
関や民生委員・児童委員への配布などを行い広く周知に努めた。

女性史の観点からみた内容を市史に反映した。

KONISHIKI氏による講演と映画「パディントン」の上映、展示等によ
り、人権意識の育成に寄与した。

民間宇宙飛行士の山崎大地氏を講師に、「見つめ直そう！ワー
ク・ライフ・バランス」と題した講演会を行い、広く市民にワーク・ラ
イフ・バランスやお互いに家族がお互いに協力しあうことの大切さ
などを市民に周知することができた。

10名の実行委員が企画運営を通して、男女共同参画に関する知
識を深めることができた。
またアンケートでは、78.3％の参加者がよかった、たいへんよかっ
たと回答していることからも、参加者にワーク・ライフ・バランス啓
発を行うことができた。

各種啓発資料を作成し、広く市民に周知することによって、様々な
意識の育成や支援につながった。

①固定的な性別役割分担意識の解消や男女平等意識・人権意識の育成 ④課題を抱える男女の支援や人権を守るための支援

⑤男女がともに様々な社会参加・方針決定過程参加をするための環境づくり②仕事と生活が両立できる社会環境づくりや意識の育成

⑥他部署や関係機関との連携による男女共同参画の推進③男女の生活の安定と自立を促す取組

例年通り第30回こがねいパレット記録集、新成人のみなさんへ
（成人式配布冊子＝740部）、多摩3市男女共同参画推進共同研
究会小金井市男女共同参画講演会（参加者女性41人、男性23
人、子ども3名）、東京ウィメンズプラザフォーラム（11/11～11/12）
を活用し、浸透を図ることができた。

■男女共同参画の視点（概ね達成できている場合は○印、十分達成できている場合は◎印を選択しています）

男女平等基本条例が制定されていることを知らなかった市民に対
し、昨年度同様様々な機会を活用し、浸透を図った。

例年行っている情報誌かたらい、新成人のみなさんへ、第30回こ
がねいパレット記録集での啓発を行うことができた。また市が作成
した啓発資料以外に多摩3市男女共同参画推進共同研究会作成
啓発冊子や警視庁作成パンフレット、東京都作成の各種啓発資
料を活用し、広く市民に周知することが出来た。

人権擁護委員と協議の上リーフレットの内容を決め、担当課によ
り作成・配布することにより、人権意識を広く啓発した。

男女平等に関する図書・資料の収集の充実を図ることによって、
市民が男女共同参画に触れる機会を提供できた。

４　推進状況調査結果（事業別一覧）

基本目標Ⅰ　互いに認めあい、男女平等意識を備えたひとを育む

10
人権に配慮した市
刊行物等の作成

人権尊重に
向けた啓発・
相談支援等
の推進

（２）男女共
同参画の基
盤となる人
権の尊重

（１）人権・男
女平等の意
識改革の推
進

誰でも利用できる図書館においては、関係資料の閲覧貸出しが可
能である。

人権・男女平等に
関する図書・資料
の収集の充実

男女共同参画のための
今後の課題や推進の方向性

主要
施策

具体的施策 番号 主要事業 担当課 実施内容
効果があったと思われる

男女共同参画の視点 効果（達成度）の理由
自己評価

（対前年進捗度）

3
人権・男女平等に
関する各種啓発資
料の作成・活用

4

人権・男女平
等に関する
講演会等の
開催 ★

人権・男女平
等に関する
広報・啓発活
動の推進

10

■自己評価（対前年進捗度）について

A＝充実・強化（事業を新たに実施した。または充実した。）

B＝前年度同様（前年度と同様の内容で実施した。）

C＝縮小

D＝未着手（該当事業に取り組まなかった。）

E＝終了



① ② ③ ④ ⑤ ⑥

11
表現ガイドライン
の周知と活用

企画政策課
男女共同参画の視点を意識してもらうため、「男女共同参画の視点からの表
現の手引き」を市ホームページに掲載した。また、庁内でも新任研修で資料配
付する等情報共有し、適切な表現を呼びかけた。

B ○ ○
今後も全庁的に適切な表現を用いるように継続して周知、活用して
いく。

12

メディア・リテラ
シーに関する普
及・啓発を通した
性差別の防止

企画政策課
市報「みんなのひろば」において、「男女平等に配慮した表現とメディアリテラ
シー」と題した記事を掲載し、男女がともに、人権が尊重され、多様な個性を
発揮できるように普及・啓発を促した。

B ○ ○
性差別の防止のため、今後も市報を活用して、広く市民に普及・啓
発を図っていく。

13
苦情処理窓口及
び苦情処理委員
の周知・運用

企画政策課
男女平等に関する「苦情」・「相談」の窓口を設置し、専門知識のある男女平
等苦情処理委員が苦情処理を行うことができる体制を整えた。また、市報、市
ホームページ、情報誌「かたらい」など刊行物を活用し、広く市民に周知した。

B ○
市民の苦情処理に対応するため、今後も継続して運用していくとと
もに一層の周知に努めていく。

企画政策課
苦情処理窓口の設置、女性総合相談を実施し、人権侵害に対する苦情・相談
を受け付けるとともに、市ホームページではセクシャル・ハラスメント防止につ
いて情報提供し、また相談先等も周知した。

B ○
苦情・相談の受付に対応するため、今後も継続して実施していくと
ともに、関係課と連携して対応する。

広報秘書課 市民相談243回1,461件、人権身の上相談14回26件 B ○ ○ ◎ ◎ 実施内容の充実を図りながら、事業の継続を図る。

15
教育の場における
人権教育の推進

指導室
指導者である教員に対して研修会を行い、推進を図った。
　若手教員育成研修　　 １回　５１人
　人権教育推進委員会　１回　１４人

B ○ 男女平等教育についての正しい理解を図っていく。

広報秘書課

非核平和事業非核平和映画会「わたしはマララ」上映　参加者29人（男10人、
女19人）
原爆写真パネル展　参加者303人（男129人、女174人）
横断幕掲出　市内5か所　7月12日～8月15日
原爆死没者への黙とう
「平和行事」参加の旅　市民参加者11人（男5人、女6人）
第11回平和講演会　参加者41人（男17人、女24人）
小金井平和の日記念行事　参加者129名（男29名、女100名）

B ○ ○ ○ ○ 実施内容の充実を図りながら、事業の継続を図る。

指導室
大学在学中の留学生や地域に住む多様な文化や習慣を持つ外国人と小学
生・中学生が交流活動を実施した。
３校で８回実施。１回あたり約９０人が参加。

B ○ 男女平等教育についての正しい理解を図っていく。

コミュニティ
文化課

国際交流として、昨年までと同様に日本語スピーチコンテスト(参加者49人)・う
どん打ち体験会(34人)・こども国際交流フットサル大会(82人)を実施し、新たに
「外国人おもてなし語学ボランティア」育成講座（２回開催：54人,46人）を開催
した。

A ○
参加者アンケートからも各事業の継続を求める声が多く、今後も同
事業の充実を図りたい。

公民館
青年国際交流事業「生活日本語教室」年間45回、延参加人数1,006人
国際交流事業「フィンランドを知ろう！」3回、受講者数31人（男性7人、女性24
人）、延参加人数85人

B ○ ○
引き続き市民生活に必要な日本語での日常会話の学習や各種イ
ベントを開催し、公民館を活用した外国籍市民との国際交流事業と
して、今後も継続して実施する。

研修会を開催し教員への周知が図られた。

様々な事業を通し、多文化への理解や平和の尊さについて啓発
することができた。

研修会を開催し教員への周知が図られた。

国際交流及び国際理解を推進する事業を実施し、市民の人権意
識の醸成につなげることができた。また、新たに「外国人おもてな
し語学ボランティア」育成講座を開催できたことで、前年度と比較
して事業の充実を図ることができた。

13

市内在住外国人の男女がお互いの理解を深めるとともに、日常
生活での日本語会話の支援を提供することができた。気軽に参加
できる場をセッティングし国際交流の推進への貢献及び異文化へ
の理解が図れた。

5/1号市報「みんなのひろば」を活用して、「男女平等に配慮した
表現とメディアリテラシー」について広く市民に啓発することによ
り、人権尊重・男女平等意識の普及・浸透につなげることができ
た。

専門性の高い相談内容については、関係部署へつなげ、本人の
負担が軽減されるよう配慮し。差別の根絶のための支援を行っ
た。

市民からの申し出は無かったが、男女平等に関する「苦情」・「相
談」に対して支援できる体制を整えた。

女性総合相談では、男女平等を阻害する人権侵害に対して、問
題解決の方向が見いだせるよう援助した。

男女共同参画のための
今後の課題や推進の方向性

①固定的な性別役割分担意識の解消や男女平等意識・人権意識の育成 ④課題を抱える男女の支援や人権を守るための支援

②仕事と生活が両立できる社会環境づくりや意識の育成 ⑤男女がともに様々な社会参加・方針決定過程参加をするための環境づくり

■男女共同参画の視点（概ね達成できている場合は○印、十分達成できている場合は◎印を選択しています）

実施内容

③男女の生活の安定と自立を促す取組 ⑥他部署や関係機関との連携による男女共同参画の推進

効果（達成度）の理由

14

性別による差別や
男女平等を阻害す
る人権侵害に対す
る苦情・相談の受
付

効果があったと思われる
男女共同参画の視点

多文化共生
のまちづくり

主要
施策

具体的施策 番号 主要事業
自己評価

（対前年進捗度）

12

16
多文化社会への
理解と推進

17
在住外国人との交
流と国際理解の推
進

担当課

男女共同参画の視点からの表現に係る調査（平成28年度、庁内
全課対象）から、ほぼ全ての課で適切な表現が用いられていると
いう結果が得られた。（Ｐ３８ページ掲載）

（２）男女共
同参画の基
盤となる人
権の尊重

人権尊重に
向けた啓発・
相談支援等
の推進

■自己評価（対前年進捗度）について
A＝充実・強化（事業を新たに実施した。または充実した。）
B＝前年度同様（前年度と同様の内容で実施した。）
C＝縮小
D＝未着手（該当事業に取り組まなかった。）
E＝終了



① ② ③ ④ ⑤ ⑥

18
男女平等の視点
に立った教育の推
進

指導室
指導者である教員に対して研修会を行い、推進を図った。
　人権教育推進委員会　１回　１４人 B ○ 男女平等教育についての正しい理解を図っていく。

19

固定的な性別役
割分担意識にとら
われない個々の
能力に応じた進路
指導の充実

指導室 性別にとらわれない進路指導を実施した。 B ○ ○
性別にとらわれることなく、能力、適正を活かした適切な指導の充
実を図る。

職員課
平成２６年度の新任研修から男女共同参画の科目を新設し、新入職員向け
の研修を実施している。また、毎年度、市町村職員研修所で開催している男
女共同参画形成研修に入所２年目の職員を派遣している。

B ○
将来の課題として、実施方法等を含めて引き続き検討課題となって
いる。

指導室
人権教育プログラムを活かした人権課題「女性」に関する校内研修を全１４校
で各校１回実施した。 B ○ 人権教育を推進する教育指導者としての意識を高める。

健康課

両親学級
平成28年度実績
実施回数：平日3日コース（年4回）・土曜2日コース（年6回）
平日3日コース：参加実人数81人【女性：58人、男性23人】
土曜2日コース：参加実人数279人【女性：145人、男性133人】

A ◎ ○ ○
今後も男女が参加しやすい環境の充実を図っていくことにより、家
庭において、共に子育てに関わっていけるよう支援する。

子育て支援課
エンジェル教室　年２４回（２日間コース）
　　　　　　　　　　　参加者　保護者 ５１２ 人　子ども５０９人
カルガモ教室　　年１２回　参加者　保護者１５２ 人　子ども１５２ 人

B ○ ○
教室については予約開始とともにいっぱいになるニーズの高い事
業であるため、今後も継続実施する。

生涯学習課

各小中学校PTAに委託し、家庭教育学級を実施した。小中学校全１４校にお
いて、性別にとらわれない家庭環境づくりや家庭教育の諸問題、子どもの健
康、遊び、文化等についてのテーマをもとに企画し、｢CAP（子どもへの暴力防
止）講座｣や｢親子の関わり方・コミュニケーション方法｣等を実施した。

B ○ 引き続き、家庭教育学級を実施する。

公民館
青年学級「みんなの会」年間25回、延べ参加人数937人
「男の家庭生活に役立つ講座」3回、延べ参加人数45人 A ○ ○ ○ ○ ○ 引き続き、家庭教育学級を実施する。

22

父親ハンドブック
の配布による父親
への啓発活動の
推進

健康課
妊娠届を受け付ける際に、母子手帳の交付とともに配布した。
平成２８年度実績：1,125件（妊娠届出数と同数） B ○ ○ ○ 今後も継続し、より一層父親の育児参加を促していく。

生涯学習課
市民の方が主催する学習会などに、要請に応じて市役所職員が出向き説明
をする機会「出前講座」を２０回実施。男女共同参画の講座も整えた。また、
社会教育関係団体の登録を行い団体の活動支援を行った。

B ○ ○ 市報等でＰＲ等を行い、学習の場の提供等を引き続き行う。

公民館

青年学級「みんなの会」年間25回、延べ参加人数937人
男女共同参画講座「障がいってなあに？心のバリアフリー入門講座」6回、延
べ参加人数75人
「認知症カフェ」17回、延べ参加人数276人

A ○ ○ ○ ○ ○ 今後も継続して実施する。

24
男女共同参画に
関する講座・学習
会の開催

公民館

市民がつくる自主講座（男女共同参画部門）
かつら文庫で学んだこと　1回、参加人数33人
子育て情報サイトを120％楽しもう！　5回、延べ参加人数48人
知りたい育児、親子で参加　5回、延べ参加人数121人
聞かせてあなたのワークとライフ　2回、延べ参加人数24人
気になる？子どもの「おやつ・ごはん」　3回、延べ参加人数69人
一人一人が主役、家庭円満の秘訣講座　5回、延べ参加人数113人

B ○ ○ ○ ○ ○ ○

応募者数の希望により講座数や参加者の増減があったりするた
め、数値目標だけでは成果といえない性格もあると考える。引き続
き、当講座の趣旨を市民に広く周知する必要があると考え、複数回
説明会を開催した。今後とも目的に沿った講座となるよう支援して
いく。

⑤男女がともに様々な社会参加・方針決定過程参加をするための環境づくり

④課題を抱える男女の支援や人権を守るための支援

②仕事と生活が両立できる社会環境づくりや意識の育成

男女の固定的な役割分担に捉われない多様な生き方、男女平
等、人権意識を育む学習の場の提供が図られた。平成27年度と
比較して、回数及び延べ参加人数が増大した。

地域課題を含め、市民の希望による多種多様な講座が実施でき
た。昨年度受講者だった方が今年度は企画側で参加する等、当
講座を通じて市民同士での相互での学びあいを広げることが図ら
れた。

③男女の生活の安定と自立を促す取組 ⑥他部署や関係機関との連携による男女共同参画の推進

新任研修や市町村職員研修所へ職員を派遣し、理解を深めた。

校内研修によって教員への周知が図られた。

両親で参加しやすい土曜日コースのニーズが高いため、平成２５
年度から土曜日コースを増やした。また、駐車場がある保健セン
ターを実施会場にした。

親子遊び、保護者同士の交流や情報の提供、育児に必要な知識
の普及等を図り、家庭で安心して子育てができる環境づくりにつな
がった。

家庭教育学級を実施することにより。家庭と学校・地域が密接な
連携を持ちつつ、児童・生徒のより良い教育環境づくりと人間性豊
かな子どもの育成を図ることができた。

各講座を通じて、参加者に対して男女の固定的な役割分担に捉
われない多様な生き方や男女平等について理解が図られた。平
成27年度と比較して、内容及び回数を拡大して実施した。

15

父親ハンドブックを配布することで、父親の育児への参加を促すと
ともに、子どもとの関わり方を啓発した。

地域活動団体への学習の機会の提供、社会教育関係団体の登
録を行い団体の活動支援を行った。

効果（達成度）の理由

研修会を開催し教員への周知が図られた。

■男女共同参画の視点（概ね達成できている場合は○印、十分達成できている場合は◎印を選択しています）

①固定的な性別役割分担意識の解消や男女平等意識・人権意識の育成

性別にとらわれない、能力、適正を活かした進路指導を心がけ
た。

男女共同参画のための
今後の課題や推進の方向性

２　男女共同参画を推進する教育・学習の推進

基本目標Ⅰ　互いに認めあい、男女平等意識を備えたひとを育む

主要
施策

具体的施策 番号 主要事業 担当課 実施内容

人権尊重・男女平
等の視点を踏まえ
た各種講座等の
企画・運営の検討
と活動支援

20

地域・社会に
おける教育・
学習の推進
★

23

効果があったと思われる
男女共同参画の視点

性別にとらわれな
い家庭環境づくり
に向けた各種教室
等における啓発

（１）教育の
場における
男女平等教
育の推進

幼少期や学
校教育にお
ける男女平
等教育・学習
の推進

家庭におけ
る教育・学習
の推進

（２）生涯を
通じた男女
平等教育の
推進

21

保育・教育関係者
に対する研修の充
実

自己評価
（対前年進捗度）

14

■自己評価（対前年進捗度）について
A＝充実・強化（事業を新たに実施した。または充実した。）
B＝前年度同様（前年度と同様の内容で実施した。）
C＝縮小
D＝未着手（該当事業に取り組まなかった。）
E＝終了



① ② ③ ④ ⑤ ⑥

企画政策課

第30回こがねいパレット（参加者　女性82人、男性10人、子ども11人）、小金
井市男女共同参画講演会（参加者　女性41人、男性23人、子ども3名）、多摩
3市男女共同参画推進共同研究会 小金井市男女共同参画講演会(参加者68
人　女性42人、男性23人、子ども3名)においてワーク・ライフ・バランスに関す
る講演会を開催するとともに、かたらい44号（2600部発行）で男性の料理を取
り上げるなどし、ワーク・ライフ・バランスの普及啓発を行った。

A ○ ○
引き続きワーク・ライフ・バランスに関する講演会や情報提供を行っ
ていくと共に、他の手段を模索し啓発を強化していく。

経済課
経済課窓口及び第二庁舎1階ラックにて、国や都で作成しているパンフレット
掲出等による情報提供を行った。 B ○ ○ ○ 引き続き情報収集を行い、情報提供できる体制を整える。

26
事業所への意識
啓発

経済課
経済課窓口及び第二庁舎1階ラックにて、国や都で作成しているパンフレット
掲出等による情報提供を行った。 B ○ ○ ○ 引き続き情報収集を行い、情報提供できる体制を整える。

27
多様な働き方の普
及・啓発

経済課
経済課窓口及び第二庁舎1階ラックにて、国や都で作成しているパンフレット
掲出等による情報提供を行った。 B ○ ○ 引き続き情報収集を行い、情報提供できる体制を整える。

企画政策課

市のホームページで下記のとおり情報提供を行った。
男女雇用機会均等月間の周知
男女雇用平等推進月間の周知
改正育児介護法の周知
改正雇用機会均等法の周知

B ○
今後も国や都などから関連法令の情報を収集し、情報提供を行っ
ていく。

経済課

就労支援サイト「こがねい仕事ネット」にて東京都ＨＰ等へのリンクを行うこと
で、関係法令等も容易に検索可能とした。各機関から送付されたパンフレット
等の窓口掲出、市報へ情報掲載を行った。東京都が編集する「ポケット労働
法」を小金井市でも300部発行し、市内の施設にて配付した。

B ○ ○
引き続き、周知のため「こがねい仕事ネット」における東京都ＨＰ等
へのリンク、窓口掲出、市報掲載を実施する。また、ポケット労働法
についても情報を更新しつつ、配布を行うこととする。

29
労働相談などの各
種相談窓口の周
知

経済課
窓口での各種機関のパンフレット等掲出による情報提供を行った。またこが
ねい仕事ネットでは各種機関ＨＰへリンクし、情報提供を行った。 B ○

引き続き労働相談機関の情報収集を行い、提供するとともに、就職
相談会についても継続して実施する。

30
公共調達における
男女共同参画の
尊重

管財課
総合評価落札方式の一般競争入札を適用している場合における男女共同参
画等の項目を設定し、男女共同参画を推進している企業への入札加点項目
とした。

B ○ ○
今後も引き続き総合評価落札方式の活用により企業の意識付けと
して推進することとする。

31 再就職支援講座 企画政策課
再就職を希望している女性を対象に東京しごとセンター多摩と共済で再就職
支援講座（セミナーと個別相談会）を開催した。（講演参加者：31人、個別相談
会6名）

B ○ ○
今後も東京しごとセンター多摩と共済で再就職支援セミナーを開催
していく。

32
職業能力の向上
に向けた機会・情
報の提供

経済課
窓口での東京都職業能力開発センターの案内パンフレット等の掲出や市報
等・ＨＰ等で周知をした。 B ○

引き続き、職業能力向上のための職業訓練施設やセミナー等の情
報提供を行う。

33
就業機会拡大の
ための支援・情報
提供

経済課

求人情報の就労支援サイト「こがねい仕事ネット」掲載及び窓口掲出。
平成２８年３月に「こがねい仕事ネット」のリニューアルを実施し、利便性を向
上させた。平成28年度「こがねい仕事ネット」閲覧数38,772件（パソコン版
31,016件　、携帯版7,756件）
平成２８年度は、新たな取組みとしてハローワーク共催による就職相談会を2
回実施した。
東小金井事業創造センターにおいて創業者に対する相談対応、各種セミ
ナー、補助金制度等の情報提供を実施した。

A ○ ○

「こがねい仕事ネット」については、今後も需要が見込まれるため、
引き続き内容を充実させながら実施予定。
東小金井事業創造センターにおいては、引き続き男女を問わず創
業者をサポートする体制を整備していく。

34
事業所との連携及
び情報提供

経済課 窓口での、国や都で作成しているチラシやパンフレット約4,000枚の掲出。 B ○ 引き続き情報収集を行い、情報提供できる体制を整える。

35
女性農業者への
研修の促進

経済課
女性農業者に対して東京都、東京都農業会議が主催する女性農業者向けの
研修やセミナーの情報提供を行い、女性農業者４人が参加した。 B ○

引き続き、女性農業者向けの研修等の周知を図るとともに、東京都
や東京都農業会議が実施する加工品等の研修や視察についても
積極的に案内していく。

36
家族経営協定の
締結促進

経済課
認定・認証農業者の事前相談会や農家支部別座談会において家族経営協定
について説明を行い、締結を促した。 B ○

今後も農家支部別座談会等を通じて、家族経営協定を締結するよ
う促していくことが必要である。

37 商工会等との連携 経済課
経営力向上や地域振興を目的とした青年部、女性部の活動に対し、補助金を
交付することにより支援を実施した。 B ○

補助金交付以外の方法も一定検討の必要がある。イベントについ
ては市報掲載等も行っており、引き続き必要な支援を実施する。

関係法令の情報提供により、男女の生活の安定と自立促進につ
なげることができた。

ハローワーク、しごとセンター、労働情報センター等の案内を行う
ことで、相談窓口の周知を行った。

男女を問わず職業能力向上のための情報の提供ができた。パン
フレットスタンドの情報をタイムリーに入れかれることで、最新の情
報を提供することができた。

総合評価落札方式の加点項目として企業に示すことにより、社会
環境改善に向けての意識付けに貢献できた。
28年度総合評価方式契約実績（3件）

昨年と比べ若干参加者数は減ってしまったが、大きく減少しては
おらず、再就職を希望している参加者に仕事と生活が両立できる
意識の育成や生活の安定と自立を促すことが出来た。

家族経営協定を締結し、農業経営に関わるそれぞれの役割が明
確化された。

部員の力による企画・立案、地域振興等の実施や、女性経営者・
経営参画者の地位向上、資質向上に資する取組に対し補助を行
うことができた。

男女共同参画のための
今後の課題や推進の方向性

効果（達成度）の理由

求人情報を無料で随時「こがねい仕事ネット」に掲載及び窓口掲
出することにより、男女を問わず広く情報を提供することができ
た。また、新たな取組みとして平成28年度から就職相談会を実施
し、多数の参加があった。（11月：36名（内女性は25名）、2月：45名
（内女性は31名））。
東小金井事業創造センターにおいては、男女問わず、創業しよう
とする方、創業者に対し、必要な相談や情報提供、各種セミナー
実施等の支援をすることができた。

関係機関が発行する女性のための就労支援等に関するチラシや
パンフレットの掲出等を行うことにより、事業所に対して情報提供
を行った。

女性農業者向けの研修やセミナーに積極的に参加し、加工品の
製造や現在製造している加工品のラインナップを増やすなど農業
経営力の強化に努めている。

かたらい44号において「男性の料理教室」を取り上げるなど、例年
よりワーク・ライフ・バランスに関わる情報提供を行うことが出来た
ため。

28年度には、国の男女雇用機会均等月間の周知とともに都の男
女雇用平等推進月間に関しての周知を行った。また法改正のあっ
た育児介護法及び雇用機会均等法の周知を行った。

窓口来庁者への情報提供により、ワーク・ライフ・バランスの普及・
啓発や意識の育成につながった。

窓口に来庁した事業所へ情報を提供することにより、事業所の意
識の育成につながった。

窓口来庁者への情報提供により、生活の安定と自立を促し、意識
の育成につなげることができた。

１　男女がともに能力を発揮できる就業環境づくり

■男女共同参画の視点（概ね達成できている場合は○印、十分達成できている場合は◎印を選択しています）

①固定的な性別役割分担意識の解消や男女平等意識・人権意識の育成 ④課題を抱える男女の支援や人権を守るための支援

②仕事と生活が両立できる社会環境づくりや意識の育成

③男女の生活の安定と自立を促す取組

⑤男女がともに様々な社会参加・方針決定過程参加をするための環境づくり

⑥他部署や関係機関との連携による男女共同参画の推進

仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バ
ランス）の普及・啓
発

主要
施策

具体的施策 番号 主要事業 担当課 実施内容
効果があったと思われる

男女共同参画の視点

誰もが働き
やすい職場
づくりの促進

25

28

基本目標Ⅱ　ワーク・ライフ・バランスの実現した暮らしをめざす

農業・自営業
等における
男女共同参
画の推進

（３）女性の
就労に関す
る支援

（１）仕事と生
活の調和
（ワーク・ライ
フ・バランス）
に向けた環
境づくり

（２）働く場に
おける男女
平等の推進

女性の職業
能力・意識の
向上 ★

雇用の場に
おける男女
共同参画

17

関連法令等の周
知徹底

自己評価
（対前年進捗度）

16

■自己評価（対前年進捗度）について
A＝充実・強化（事業を新たに実施した。または充実した。）
B＝前年度同様（前年度と同様の内容で実施した。）
C＝縮小
D＝未着手（該当事業に取り組まなかった。）
E＝終了
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38

既存の保育事業
の充実と新たな保
育施策の検討・拡
充

保育課

新たに特定教育・保育施設のグローバルキッズ武蔵小金井及びキッズガーデ
ン東小金井駅前が開設し、第二コスモ保育園が認証保育所から移行した。特
定地域型保育事業はひがし保育園が認証保育所から移行し、家庭的保育室
おひさまルームが家庭福祉員（保育ママ）から移行した。また、特定教育・保
育施設として29年4月開設予定の小金井けやきの森認定こども園及び第六コ
スモ保育園の整備を行った。また、みらいえ保育園武蔵小金井南及び家庭的
保育室オテテの整備を行った。また、家庭福祉員（保育ママ）1人を29年4月の
開始に向けて認定した。

A ○
新たな園の開設などを行ったが、待機児童が多い状況が続いてお
り、引き続き対策が必要である。

39
保育所の待機児
童解消施策の充
実

保育課
平成27年度311人定員拡充。
平成28年4月220人定員増及び定員の弾力化。
平成29年4月229人定員増及び定員の弾力化。

A ○
新たに園を開設したが、待機児童が多い状況が続いており、引き
続き対策が必要である。

40 学童保育の推進 児童青少年課

定員810人、入所児童数922人（平成28年4月1日）
保護者が就労している等の理由により、日常的に放課後の保育を受けること
ができない小学校１年生から３年生まで（障がいのある児童は４年生まで）の
児童の健全な育成を図るため、学童保育所での保育を実施。
平成27年度から引き続き午後7時まで延長保育。学校休業中は午前8時から
保育。

B ○ ○ 今後も継続して実施していく。

健康課

相談場所：市内5箇所
保健センター、貫井南センター、前原暫定庁舎、婦人会館、東センター
平成28年度実績
相談延人数：乳児1296人、幼児1208人

A ○ ○ ○

妊娠期から身近な相談場所として利用できる場として支援してい
く。
また、個別に相談できる場を提供し、母親が孤独な育児状況になら
ないように支援していくとともに、父親の育児参加も積極的に促して
いく。

子育て支援課
子ども家庭支援センター総合相談件数
実数：５２７ 件
延数： ３３２２ 件

B ○ ○ ○
子育ての支援・情報提供等の発信の場として、関係機関との連携
も含め、今後も継続実施する。

保育課
各園において子育て相談や、園庭開放、育児講座などに取り組んでいる。ま
た前年度から引き続き保育所等入所相談支援員２名による相談対応を行っ
た。

B ○
保活と呼ばれる保護者の活動が活発になり、電話相談、窓口相談
が非常に多くなっており、対応策の検討が必要である。

子育て支援課

子ども家庭支援センター　ゆりかご
ひろば利用数：保護者　１１，３０７ 人 　（父親利用者数　７４０人）
　　　　　　　　　 　乳幼児　 １３，３８３ 人
　　　　　　　　　　 合計　　　２４，６９０ 人

B ○ ○ ○ 内容の見直し・充実を図りながら、事業を継続して実施する。

児童青少年課
児童館において子育てひろば事業を実施し、親子同士の交流の場を提供し
た。（平成28年度725回22,459人） B ○ 今後も継続して実施していく。

健康課

新生児及び妊産婦を対象に、発育や疾病予防等、育児上必要な事項や日常
生活等について、訪問指導員等が家庭訪問の上、適切な指導・助言等を行っ
た。
平成28年度実績
訪問延べ数：1270件（未熟児訪問指導含む）

B ○ ○ ○ ○
今後も事業を継続して、内容の更なる充実を図りつつ、地域で安心
して子育てできるよう支援する。

子育て支援課

育児支援ヘルパー事業　利用者数 ３７人
養育支援訪問事業　　　　利用者数 ６人
育児支援ヘルパー研修会　年１回開催　参加者  １０ 人
養育支援ヘルパー研修会　年１回開催　参加者  １９ 人

B ○ ○ ○

支援が必要な家庭への事業であるため、関係する職員のスキル向
上のための研修の実施を行い、市民ニーズに即した支援提供がで
きるよう直接支援・間接支援両面の体制整備を行い、今後も継続
実施する。

44
高齢者福祉・介護
保険サービスの充
実

介護福祉課

住み慣れた地域での在宅生活継続を支援するために、サービス提供を行っ
た。認知症高齢者グループホームや小規模多機能型事業所など、市民ニー
ズに対応する形で新規事業所の立ち上げ及び施設整備費の補助並びに運
営基準についての相談対応・指導等、運営の後方支援を行った。

B ○ ○ ○
高齢者人口は増加の一途を辿っており、地域に必要なサービスの
分析、サービスを導入していく必要がある。

45
障がい福祉サービ
スの推進

自立生活
支援課

①心身障害者(児)の通所訓練等を運営する民間団体等に対してその経費の
一部を助成し、在宅の心身に障がいのある人(児)の自立を促進している。
②保護者の負担軽減を図っている。

B ○
相談支援事業を促進していくことで、ニーズに合ったサービスの充
実を図っていきたい。

自立生活
支援課

障がいのある人の様々な相談に応じ、必要な助言や指導等を行い、人権を尊
重された安全、安心な地域生活等を送るための支援を行う。
相談支援実利用人数　6,198人、相談支援件数　43,769件

B ◎ ◎ ○ ○
障がいのある人がより身近で気軽に利用できる相談体制を整備す
ることが必要。また相談員は様々なニーズに対応できるだけの専
門性が求められる。

介護福祉課
地域包括支援センターなどの相談機関設置をはじめ、市民向けには介護
サービス事業者ガイドブック（2,500部）・高齢者福祉のしおり（4,000部）等資料
を発行し、制度周知に努めた。

B ○ ○ ○ ○

高度化する高齢社会に対応するため、介護保険制度自体が年々
複雑な改正を重ねており、より丁寧かつ十分な周知が必要となって
きている。また制度改正の際には、パンフレット等を作成し、改正の
内容をわかりやすく市民に周知していく必要がある。

47
家族介護者への
支援の充実

介護福祉課
家族会および家族向けの介護教室等を委託で実施している。家族会につい
ては3か所の法人で土曜日に開催した。（就労者も参加しやすいように）
27回実施、延べ233人参加

B ○ ◎ ○ ○
介護者が孤立することのないよう、事業についての普及啓発を行
う。（ケアマネ通信などのネット情報により各介護事業者にも周知）

（２）各家庭
の状況等に
応じた支援

支援が必要
な家庭への
各種サポー
ト

48
ひとり親家庭等に
対する支援体制の
推進

子育て支援課 ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業　5世帯実施 B ○ ○
ひとり親家庭の生活と就労の両立に必要な事業であり、今後も継
続して実施する。

うぃず武蔵小金井の定員増（11人増）、グローバルキッズ武蔵小
金井（70人）、キッズガーデン東小金井駅前（59人）の新規開設、
第二コスモ保育園の移行（60人増）、東京工学院きしゃぽっぽ保
育園の定員変更（1人増）、みらいえ保育園（19人）の開設に伴い、
計220人定員増。

待機児童数が多い０歳から２歳を中心に入所している。また、特
定地域型保育事業等を卒園する児童の保育先確保を拡充した。

保護者が働き続けられる環境を提供できた。

日常的に継続して相談できる場として、乳幼児の成長に合わせ、
各年齢に応じた広範囲にわたる個別健康相談を実施した。また、
助産師による母乳相談も行い、専門的な相談も受け付けた。

19

効果（達成度）の理由

■男女共同参画の視点（概ね達成できている場合は○印、十分達成できている場合は◎印を選択しています）

①固定的な性別役割分担意識の解消や男女平等意識・人権意識の育成

家事または育児等の日常生活に支障があるひとり親家庭に対し
てヘルパーを派遣することにより、就労との両立支援を行った。

個々の相談に応じ必要な支援を行うことにより、障がいのある人
が人権を尊重された安全、安心な地域生活を送ることができるよ
う努めた。

④課題を抱える男女の支援や人権を守るための支援

②仕事と生活が両立できる社会環境づくりや意識の育成

産後２か月以内またはその後において、家事・育児の支援が必要
な家庭に育児支援ヘルパー・養育訪問事業を実施することで、安
心して子育てができる環境づくりにつながった。

相談内容に応じて、子育て情報・サービス等の提供を行い、適
宜、関係機関との連携を図ることによって、家庭で安心して子育て
ができる環境づくりにつながった。

保育園入所についての電話相談、窓口相談に対して、入所相談
支援員を配置することにより市民要望に応えることができた。

子ども家庭支援センターにおける親子あそびひろばや各種講座、
子育て相談等を実施することで、子どもと家庭が安心して健康に
生活できる環境づくりにつながった。また、ひろば利用する父親の
数も増加しており、男性の育児参加が促進されている。

　父親の参加を含め親子同士の交流を図ることにより、地域での
子育て支援体制の充実に一定の効果があった。

発達状態を確認するだけではなく、妊産婦が安心して子育てがで
きるよう、病気や健康状態、予防接種のこと等について、わかりや
すい指導を行うよう心がけた。
里帰り等市外で出産した方へも、他市区町村と協力し訪問指導を
実施した。
また、出生通知票を提出しない家庭には、直接家庭訪問を行うな
どし、全戸訪問をめざした。

⑤男女がともに様々な社会参加・方針決定過程参加をするための環境づくり

③男女の生活の安定と自立を促す取組

制度発足から10年以上がたち、作成した資料の市民向け配布な
どが周知に結びついた結果、介護保険制度は着実に定着してき
ており、多くの高齢者のサービス利用につながっている。また市窓
口での配布や地域包括支援センターでの設置を通じて、継続して
市民に広く周知してきており、介護保険制度を利用しやすい環境
を整備したと考えられる。

男性介護者も参加しやすいテーマを設定し、実施した。

⑥他部署や関係機関との連携による男女共同参画の推進

新規の立ち上げはなかったが、事業所の指導検査等を行い、
サービスが適正に行われるよう努めた。

心身障害者(児)通所訓練等事業を運営する民間団体等に対して
その経費の一部を助成することで、障がいのある人の活動の場を
確保することができた。

効果があったと思われる
男女共同参画の視点

男女共同参画のための
今後の課題や推進の方向性

実施内容

子ども家庭支援セ
ンターや児童館を
利用した子育てひ
ろば事業の推進

主要
施策

具体的施策 番号

各種サービスに関
する相談支援・情
報提供

基本目標Ⅱ　ワーク・ライフ・バランスの実現した暮らしをめざす

主要事業 担当課

46

居宅訪問による子
育て支援事業の
充実

地域での子
育て支援体
制の充実 ★

高齢者・障が
い者等への
社会的支援
の充実

（１）育児や
介護等への
支援体制の
整備

子育てに関する情
報・相談の充実

41

42

２　家庭生活との両立支援

43

自己評価
（対前年進捗度）

18

■自己評価（対前年進捗度）について
A＝充実・強化（事業を新たに実施した。または充実した。）
B＝前年度同様（前年度と同様の内容で実施した。）
C＝縮小
D＝未着手（該当事業に取り組まなかった。）
E＝終了



① ② ③ ④ ⑤ ⑥

49
市民活動団体等
の活動の支援

コミュニティ
文化課

第６回こがねい市民活動まつり内において、ＮＰＯ法人連絡会との共催で協
働講演会「3.11子どもたちは？その時私たちはこう動いた！」（参加者５８人）
を実施した。

B ○
市民の協働意識の更なる向上を図るためにも、継続が必要と考え
る。

50
ボランティア育成
の推進

生涯学習課

小金井市、国分寺市、小平市、東京学芸大学が連携し、地域や学校等でボラ
ンティアとして活躍していただく方のための講座を実施した。平成２８年度は小
金井・国分寺・小平会場において２４講座を開催し、延べ６８０人（実数：男性２
５人、女性６５５人）の参加があった。

B ○ ○ 講座参加者の活動の場を広げることが必要となる。

51
少年少女各種ス
ポーツ教室の開催

生涯学習課
高度の資質を有する指導者からの指導により、少年少女にスポーツの基本と
楽しさを体験してもらい、スポーツに対する夢を育み、心身ともに健やかな成
長を促した。

B ○ 子ども達に対するスポーツの振興として今後も継続して実施する。

児童青少年課

青少年健全育成地区委員会への補助金交付、環境浄化活動を支援。子供会
育成連合会への補助金交付、青少年育成指導への補助。市・青少年健全育
成６地区連合会による「子ども週間行事」及び「市民まつり子ども部門行事」を
実行委員会方式で実施。（連合会委員男16人、女22人）

B ○ 今後も継続して実施していく。

生涯学習課
市内で活動をしている小金井市スカウト協議会に対し、運営費の一部を補助
した。 B ○

市内の様々なイベントにボランティアとして活動している団体であ
り、今度も引き続き補助していく。

53
老人クラブ活動へ
の助成を通じた支
援

介護福祉課
小金井市悠友クラブ及び小金井市悠友クラブ連合会への補助金交付を通じ
て、高齢者福祉を増進することを目的とする事業の振興をはかった。
会員数　1,433人（男性456人、女性977人）

B ○
引き続き、各種活動を通じ、高齢者が孤立すること無く、社会と関
わることができるよう支援していく。

54
女性リーダーの育
成に向けた情報提
供

関係各課
（企画政策課）

東京ウィメンズプラザフォーラム等で行った国・都等が開催する女性リーダー
育成のための研修等を関係団体・市民に対して情報提供を行った。 B ○ ○

リーダーとして活躍する女性の増加を目指すため、今後も関係団
体・市民に対して、様々な研修等の情報提供を実施していく。

55
国内研修事業へ
の参加の促進

企画政策課
下記のとおり国内研修事業参加補助金の利用があり、男女共同参画に関わ
る国内研修事業への市民参加促進につながった。
参加者　女性1名

B ○ ○ ○
より多くの市民に参加してもらうように、今後とも市ホームページや
男女共同参画情報誌かたらい、こがねいパレット参加者などに周
知をしていく。

56
児童館ボランティ
アリーダーの育成

児童青少年課
児童館事業（夏期クラブ、わんぱく団等）でのボランティアリーダーとしての中・
高校生世代の育成。（平成28年度354人） B ○ 今後も継続して実施していく。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥
（１）女性のラ
イフステージ
に応じた健
康づくり

母子保健事
業等の推進

57
妊娠届出・母子健
康手帳交付

健康課
平成28年度実績
妊娠届出数：1,125件
母子健康手帳交付：1,160件

B ○ ○
母子保健法に基づき、今後も事業を継続し、安定した妊娠期及び
育児期を過ごせるよう支援する。

⑤男女がともに様々な社会参加・方針決定過程参加をするための環境づくり

効果（達成度）の理由

地域・社会における教育・学習の場を提供することができた。

男女一緒に活動することにより、参加児童の中に男女平等の意
識が芽生えた。

　環境浄化活動、子ども週間行事、市民まつり子ども部門行事の
実施により、地域での子育て支援体制の充実、地域活動団体等
の活動促進により参画いただく環境づくりに一定の効果があった。

市内のボーイスカウト・ガールスカウトの各団が連携して奉仕活動
や指導者等の育成を行うことができた。

社会奉仕活動、健康を進める活動、生きがいを高める活動、友愛
活動、その他社会活動を実施するなかで、男女ともに活動した。

関係団体等への情報提供によって、男女がともに様々な社会参
加・方針決定過程に参加するための機運を高めることができた。

②仕事と生活が両立できる社会環境づくりや意識の育成

効果（達成度）の理由

③男女の生活の安定と自立を促す取組 ⑥他部署や関係機関との連携による男女共同参画の推進

参加者は昨年と同様1名となった。

児童館事業を通じて地域で活動する中・高校生ボランティアリー
ダーを育成することが、男女が共に参画する環境づくりに一定の
効果があった。

妊娠届出書を提出した妊婦に母子健康手帳を交付し、妊娠中の
経過・出産の状況・各種健康診査・予防接種の記録等、母と子の
健康保持に役立ててもらうよう支援した。また、妊娠届のアンケー
トで、出産前の不安を解消するように努めた。

基本目標Ⅱ　ワーク・ライフ・バランスの実現した暮らしをめざす

効果があったと思われる
男女共同参画の視点

男女共同参画のための
今後の課題や推進の方向性

■男女共同参画の視点（概ね達成できている場合は○印、十分達成できている場合は◎印を選択しています）

①固定的な性別役割分担意識の解消や男女平等意識・人権意識の育成 ④課題を抱える男女の支援や人権を守るための支援

効果があったと思われる
男女共同参画の視点

男女共同参画のための
今後の課題や推進の方向性

主要
施策

具体的施策 番号 主要事業 担当課 実施内容

（１）地域づく
り活動にお
ける男女共
同参画の推
進

52

３　男女がともに参画する地域づくりや市民活動の促進

女性リー
ダーの育成
促進

地域活動団
体等の活動
促進 ★

実施内容担当課主要事業番号

青少年健全育成
団体への支援

４　生涯を通じた男女の心身の健康支援

主要
施策

具体的施策

21

自己評価
（対前年進捗度）

自己評価
（対前年進捗度）

20

市民協働推進という観点から行った事業であり、ＮＰＯ法人と連携
して開催し、市民への協働意識の向上に寄与することができた。

■自己評価（対前年進捗度）について
A＝充実・強化（事業を新たに実施した。または充実した。）
B＝前年度同様（前年度と同様の内容で実施した。）
C＝縮小
D＝未着手（該当事業に取り組まなかった。）
E＝終了



① ② ③ ④ ⑤ ⑥
（１）女性のラ
イフステージ
に応じた健
康づくり

母子保健事
業等の推進

58
各種健（検）診、保
健指導等の充実

健康課

妊娠中から出産後の妊産婦を対象に各種健診を行うとともに、経済的理由に
より保健指導を受けることが困難な妊産婦に対して保健指導票を発行し母子
の健康管理を行っているが、平成２８年度は保健指導票の申請は０件だっ
た。

平成２８年度実績
各種健診受診者数（都外里帰り先での受診数は除く）
・妊婦健康診査　1回目：1,063人
・妊婦健康診査　2～14回目：10,434人
・妊婦超音波健康診査：1,133人
・妊婦子宮頸がん健診：995人
・妊婦歯科健康診査：142人（18回）
・産婦健康診査：995人

B ○ ○
母子保健法に基づき、今後も事業を継続し、安定した妊娠期及び
産後を過ごせるよう支援する。

59
母性の健康管理
の情報提供

健康課 就労する妊婦のため、「子育て支援ガイド」にて情報提供を行った。 B ○ ○ ○
今後も継続して情報提供を行い、就労していても安定した妊娠期を
すごせるよう支援する。

60
リプロダクティブ・
ヘルス／ライツに
関する情報提供

健康課 パンフレット等により情報提供を行った。 B ○ ○
今後も継続してパンフレット等による情報提供を行い、社会全体の
理解を深めていくことが必要である。

61
母子保健に対する
男性への啓発・支
援

健康課
妊娠届を受付ける際に、母子手帳の交付とともに父親ハンドブックを配布し
た。
平成２８年度実績：1,125件（妊娠届出数と同数）

B ○ ○ ○ 今後も継続し、より一層父親の育児参加を促していく。

保険年金課

高齢者の医療の確保に関する法律第20条、24条に基づき、生活習慣病を中
心とした疾病予防の観点から健康診査等を実施した。
（28年度特定健診受診者数　 　　男性：3,688人　女性：5,386人）
（28年度後期高齢者健診受診者数　男性：2,762人　女性：4,406人）

B ○ ○ ○
高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、引き続き事業実施す
る。

健康課

○特定健診等に上乗せして、胸部レントゲン検査、尿酸、心電図及び眼底検
査等を実施した。
また、特定健診等の対象とならない市民に対して、集団健康診査を実施した。
平成28年度実績
フォロー健康診査
40歳以上の小金井市国民健康保険加入者　9,073人
後期高齢者医療保険加入者　7,168人
40歳以上のその他医療保険加入者　891人
集団健康診査
35～39歳　34人
40歳以上の医療保険未加入者及び切替者　109人
16歳～39歳で心身に障がいのある者　48人
肝炎ウィルス検診　1,155人

○女性の健康保持及び増進を図るため、子宮がん検診及び乳がん検診を実
施した。
平成28年度実績
子宮がん検診受診者数　2,158人
乳がん検診受診者数（視触診のみも含む）　1,968人

○骨粗しょう症予防のため、35～70歳の節目年齢の女性を対象に骨粗しょう
症検診を実施した。
平成28年度実績
受診者数　　134人

B ○ ○

市民の健康維持・管理のため、また健康に対する不安がある方や
経済・生活問題等のある方にも、健診を受診できる機会を提供し、
だれもが健康で安定した生活を送れるように、継続して実施してい
く。

63
健康相談等の実
施

健康課

市民の健康保持・増進のため、疾病予防の健康相談、保健指導を実施した。
また、健康相談の一環として、健康に対する意識を高めるために、健康講演
会を実施した。
○平成２８年度実績（健康相談）
相談実施回数　31回
相談延人数　105人
○平成２８年度実績（健康講演会）
実施回数　　　医科・・5回、　歯科・・3回、　医師会館実施分・・3回、　乳がん
自己検診法（講演会）・・1回
延参加人数　 医科・・135人、 歯科・・46人、　医師会館実施分・・38人、　乳が
ん自己検診法（講演会）・・10人

B ○

市民の生涯健康を促進するためにも、多様な診療科目の医師の相
談を継続することで、健康づくりを支えて行く。健康講演会は各年
代や性差に応じて、その都度広く市民の興味関心が高い内容で実
施していく。

64 健康手帳の交付 健康課

各種健診（検診）の記録、その他健康保持に必要な事項を記載し、自らの健
康管理と医療の確保に役立てることを目的として、40歳以上の市民に健康手
帳を交付する。
平成28年度実績
交付者数　1,677人

B ○ ○
市民の健康増進のため、個々の状況に応じた健康管理が行えるよ
うに実施していく。

65
医療機関等との連
携

健康課

地域救急医療対策の一環として、病医院の休診日にあたる休日、祝日及び
年末年始に急病患者に対する初療施設を確保している。
平成２８年度実績：休日数72日
実績（準夜含む。）
医科：医療機関数360か所　総患者数9,375人
歯科：医療機関数72か所　総患者数408人

B ○ ○
今後も継続的して実施し、安心感を得て充実した生活を送ることが
できる環境づくりを図る。

④課題を抱える男女の支援や人権を守るための支援

パンフレット等により情報提供を行った。

父親ハンドブックを配布することで、父親の育児への参加を促すと
ともに、子どもとの関わり方を啓発した。

関係各課との調整により年齢、内容により受診券の色を分け、利
用方法についてのパンフレットを作成、送付した。

■男女共同参画の視点（概ね達成できている場合は○印、十分達成できている場合は◎印を選択しています）

効果があったと思われる
男女共同参画の視点

男女共同参画のための
今後の課題や推進の方向性

効果（達成度）の理由

②仕事と生活が両立できる社会環境づくりや意識の育成

市報・ホームページで制度の周知を図った。
○特定健診等の対象者にはパンフレット等を配布し、受診率の向
上に努めた。
○がん検診については、一定の年齢者への無料クーポン券配布
や、受診勧奨通知を送付し、受診率の向上に努めた。
○骨粗しょう症検診は、有職者でも受診しやすいように土曜日に
実施した。

市報・ホームページ等で周知を図るとともに、利便性を考慮し、市
内3か所で相談を行ったほか、市民が参加したくなるようなテーマ
の講演会を実施した。また、小金井市医師会に委託を行い、土曜
日に健康講演会を実施することで、平日に参加することが難しい
市民も参加できるようにした。

市民が多く利用する第2庁舎（保険年金課･地域福祉課）でも交付
できるようにした。

市報・ホームページ等で制度の周知を図った。

妊娠・出産期にある女性の健診事業を充実させ、母子の健康管
理を行うことに努めた。

母性健康管理･母性保護のページを設け、｢母性健康管理指導事
項連絡カード」の説明・入手方法も記載、就労している妊婦の健康
管理を支援した。

番号

⑥他部署や関係機関との連携による男女共同参画の推進

⑤男女がともに様々な社会参加・方針決定過程参加をするための環境づくり

①固定的な性別役割分担意識の解消や男女平等意識・人権意識の育成

③男女の生活の安定と自立を促す取組

健康づくりの
推進

具体的施策

母子保健事
業等の推進

（２）性差や
年代に応じ
た健康づくり

主要
施策

（１）女性のラ
イフステージ
に応じた健
康づくり

担当課 実施内容

62
各種健（検）診等
の実施

主要事業

22

自己評価
（対前年進捗度）

23

■自己評価（対前年進捗度）について
A＝充実・強化（事業を新たに実施した。または充実した。）
B＝前年度同様（前年度と同様の内容で実施した。）
C＝縮小
D＝未着手（該当事業に取り組まなかった。）
E＝終了



① ② ③ ④ ⑤ ⑥

66
スポーツ・レクリ
エーションを通じた
健康づくり

生涯学習課

「いきいき健康スポーツ教室」
日頃運動不足に陥りがちな高齢者に対して運動することを通じて体力維持、
健康づくりについて進んで取組む意欲を高めてもらうため、スポーツ初心者を
対象とし、極めて入門的な内容で実施した。
全9回30人（延べ人192人）の参加があった。

B ○
高齢者の体力維持・健康づくりの場として今後も継続して実施す
る。

67 食育の推進 健康課

妊産婦・乳幼児から成人まで各段階に応じて生活習慣を改善しながら「食」を
通して、生活の質の向上を目的に各種事業を実施した。
平成年28年度実績
栄養個別相談：実施回数12回
相談延数：乳幼児26件、成人25件、妊婦0人
栄養集団指導：実施回数6回、参加延人数94人

B ○ 今後も継続して実施し、男女が共に参加できる環境づくりを図る。

68
自殺予防に向けた
取組の推進

自立生活
支援課

①自身で心の状態が把握でき、また、自身の悩みを解決できる相談先を提供
することができる、メンタルチェックシステムを構築し、運用を行っている。
Ｈ28年度アクセス数　13,989件

②ゲートキーパー養成研修を、全職員を対象に実施（出席者25人）し、市民の
方から相談があった場合には適正な対応、相談先に繋ぐことができるような
体制作りに努めた。
Ｈ28職員参加人数25名・市民参加人数13名

B ◎ ○

障がいのある方だけではなく、全ての市民の方の必要とする正しい
相談先に繋ぐきっかけ作りや、その入り口が重要であると思われ
る。今後もメンタルチェックシステムやゲートキーパー研修等の事
業を継続していきたい。

69
成人を対象とした
健康教育の実施

健康課

栄養及び運動を含む総合的な指導を実施し、ライフステージに応じた生活習
慣及び行動を定着させ、健康づくりを促進することを目的に各種教室を開催し
た。
また、平成27年度に教室の再構築を行い、世代別生活習慣病予防の教室を
展開したため、前年同様、ライフステージに応じた内容で実施できた。そのほ
か、糖尿病予防や骨粗しょう症予防といった疾病に応じた教室も実施した。教
室によっては必要に応じて保育もおこなったため、子連れの方も参加しやす
い環境を提供できた。
平成28年度実績（延人数）
糖尿病予防教室　　　　　　　1回　参加数　63人
糖尿病予防教室【復習会】　2回　参加数　31人（調理・運動）
骨粗しょう症予防教室　　　  2回　参加数　58人
いきいき健康教室　　　　　　2回　参加数　36人
若年層の健康教室　　　　　 2回　参加数　22人
生活習慣病予防教室【メタボ基礎編】　　　　　1回　参加数　19人
メタボリックシンドローム予防教室【男性編】　1回　参加数　28人
メタボリックシンドローム予防教室【女性編】　1回　参加数　22人
メタボリックシンドローム予防教室【復習会】　2回　参加数　16人（調理・運動）

B ○ 市民の健康増進のため、今後も継続する。

70
エイズ対策普及・
啓発

健康課
パンフレット・ポスター等による啓発、また保健所が実施するエイズキャンペー
ンへ協力した。 B ○ ○ 今後も継続して年齢・性別等に関わらず、啓発を図る。

71
思春期保健対策・
健康教育

健康課 パンフレット・ポスター等による啓発を図った。 B ○ ○ 今後も継続してパンフレット・ポスター等による啓発を図る。

72
性的な発達への
適応などの健康安
全教育

指導室
学習指導要領に則り、児童・生徒の発達段階を踏まえ、学校全体の指導内容
等について共通理解を図った。 B ○ 適正な男女平等観、豊かな人間性の形成を図る。

73
庁内の相談体制
の充実と相談機関
の連携

広報秘書課

市民相談243回1461件、人権身の上相談14回26件、外国人相談0回0件、法
律相談99回508件、税務相談22回109件、相続等暮らしの書類作成相談12回
27件、建築登記表示登記相談11回45件、行政相談12回14件、交通事故相談
12回22件

B ○ ◎ ◎ 実施内容の充実を図りながら、事業の継続を図る。

74
「女性総合相談」
の充実

企画政策課

女性が生活を営む中で直面している様々な悩みについて、気軽に相談できる
場を提供し、専門のカウンセラーによる適切な助言を行うことによって、良い
方向性が見出せるように援助をした。
（平成28年度相談件数　105件　保育利用件数4件）

B ○
平成29年度からはこれまでの回数に加え、年36件（年12回）を開催
し、相談者の利便性を高め、広報を行っていく。

75
「母子（ひとり親）・
女性相談」の充実

子育て支援課
就労支援の充実
子ども家庭支援センターとの連携強化
プログラム策定員による相談とハローワークとの連携強化

B ○ ◎ ○
母子及び寡婦福祉法、売春防止法で設置を義務付けられており、
法の改正等を注視しつつ、適切に事業を継続して実施していく。

■男女共同参画の視点（概ね達成できている場合は○印、十分達成できている場合は◎印を選択しています）

①固定的な性別役割分担意識の解消や男女平等意識・人権意識の育成 ④課題を抱える男女の支援や人権を守るための支援

この教室を通じて参加者の親睦をはかり仲間とともにいる喜びが
心身の健康の糧になることを知ってもらう機会となった。

栄養個別相談は広く市民からの相談を受け、個々に応じた指導・
助言を行った。栄養集団指導は、子育て世代を対象に、保育サー
ビスのある健康講習会を実施した。食を通して生活の質の向上を
めざし、男女問わず、幅広い世代の参加があった。

①メンタルチェックシステムを利用する市民の方は一定数おり、常
に需要はあると思われる。
②ゲートキーパー養成研修を開催し、出席者へのアンケートでは
25人の中で20人が「窓口で役立ちそうである」と回答している。

男性を対象とする教室は土曜に、親子で参加する形式にし、より
参加しやすい環境を整えた。また、女性特有の疾病を予防する骨
粗しょう症予防教室や、更年期についても内容に盛り込んだメタボ
予防教室も開催したり、より参加しやすいよう保育を充実させた。

誰でもわかりやすい内容のパンフレット・ポスター等による啓発を
図った。エイズキャンペーンでは、レッドリボンをモチーフにしたキ
ルトを展示した。

パンフレット・ポスター等による啓発を図った。

発達段階に応じた学習指導に取り込んだ。

様々な相談事業を介し、男女平等意識や人権意識が育まれたと
考える。

経済上、生活一般に関する相談に対して、関係各課と連携しなが
ら、自立に向けた指導と助言を行った。

⑤男女がともに様々な社会参加・方針決定過程参加をするための環境づくり

③男女の生活の安定と自立を促す取組 ⑥他部署や関係機関との連携による男女共同参画の推進

②仕事と生活が両立できる社会環境づくりや意識の育成

男女共同参画のための
今後の課題や推進の方向性

2524

健康づくりの
推進

主要
施策 担当課 実施内容

効果があったと思われる
男女共同参画の視点 効果（達成度）の理由

（２）性差や
年代に応じ
た健康づくり

健康と性に
関する学習・
啓発の充実

具体的施策 主要事業

各種相談支
援の実施 ★

（３）自立した
生活への支
援

番号
自己評価

（対前年進捗度）

昨年度より相談件数に減少しているが、予約状況等は依然として
高い数値となっている。減少の理由は、予約から相談まで日数が
かかってしまっていることなどがあげられる。

■自己評価（対前年進捗度）について
A＝充実・強化（事業を新たに実施した。または充実した。）
B＝前年度同様（前年度と同様の内容で実施した。）
C＝縮小
D＝未着手（該当事業に取り組まなかった。）
E＝終了



① ② ③ ④ ⑤ ⑥

76
市報・ホームペー
ジ等による市民へ
の情報提供

企画政策課
市報・市ホームページ・刊行物（新成人のみなさまへ）等や「女性に対する暴
力をなくす運動」（11月12日～25日）にあわせたＤＶ防止普及啓パネル展にお
いて、ＤＶの防止に向けた情報提供を行った。

B ○
これまでと同様に市報、市ホームページ・刊行物による普及啓発を
進めていく。

77
各種啓発用資料
の作成・配布

企画政策課

ＤＶ相談カード等を市施設等で配布するとともに、これまでに作成をしている
「知っておきたいデートＤＶ」「ＤＶを知らなきゃＤＶをなくせいない」を市報、市
ホームページで紹介した。また東京都で作成している「デートＤＶってなんだろ
う？」を成人式で配布した。

A ○ ○
ＤＶの防止及び早期発見に向け、今後も継続して啓発資料を活用
し市民に広く周知していく。また関係団体、関係各課と連携を図り
効果的な啓発を模索していく。

78
関係機関による研
修会・講演会等へ
の参加

企画政策課
東京ウィメンズプラザ職員を講師とした庁内関係者向けの研修会を開催する
ことにより、DVに関する動向を把握し、情報収集した。 A ○ ○

今後も継続して、情報収集等に努めていく。また関係各課と情報共
有を図り、課題を抱える男女への支援を充実させる。

企画政策課
医療機関等にＤＶ相談カード等を配布し、相談窓口の周知・情報提供を行っ
た。
市内医療機関74箇所　各医療機関3枚　民生委員・児童委員各１枚

B ○ ○
ＤＶの早期発見のため、今後も継続して医療機関・関係機関との連
携体制を強化していく。

健康課
ＤＶの防止に向けた啓発、早期発見のため、関係機関等への情報提供に努
めた。 B ○ ○ ○

今後も継続して情報提供を行うため、より一層、関係機関等と連携
を図る。

80
関係機関に対する
通報義務の周知

関係各課
（企画政策課）

医療機関等にＤＶ相談カード等を配布するとともに、ＤＶ発見時の通報義務に
ついても周知した。
市内医療機関74箇所、各医療機関3枚、民生委員・児童委員各１枚

B ○ ○
ＤＶの早期発見のため、今後も継続して関係機関との連携を図って
いく。

健康課

乳児全戸訪問事業で指導員等が家庭訪問した際や、乳幼児の健診事業で、
アンケートの実施や聞き取りを行った。
　また、家庭訪問後、個別支援検討会議（年12回）を開催し、支援が必要な
ケースに関して、保健所、子育て支援課と連携し、支援方針の検討を行った。
（平成28年度訪問延べ件数：1270件）

B ○ ○
支援を要する家庭を早期に発見するため、より一層、関係機関等と
連携を図る。

子育て支援課

要保護児童対策地域協議会の開催
代表者会議年1回、実務者会議年４回、個別ケース会議年３７回、要保護児
童対策地域協議会研修会年２回
健康課主催個別支援検討会議への出席　年１２回
自立生活支援課との連携会議　年１回

B ○ ◎

要保護児童対策地域協議会の場を利用し、児童虐待防止のため
の各機関の役割や機能をそれぞれの機関に考えていただく機会を
設け、共通認識をもつことで、より効果的な情報共有・対応を実施
する。

82
市・専門機関等の
相談窓口の周知・
情報提供

企画政策課
市報・市ホームページ・刊行物（新成人のみなさまへ）、ＤＶ相談カード、ＤＶ防
止リーフレット等を活用し、相談窓口の周知・情報提供を行った。 B ○

今後も相談窓口の周知・情報提供を行い、また関係各課と連携し、
相談しやすい体制を構築し、早期発見に結びつけていく。

83
小中学校での人
権教育の推進

指導室 全１４校で各校１回、人権教育プログラムを活用し推進した。 B ○ 人権の尊重の精神を基本に偏見・差別の無い教育を目指す。

84
デートＤＶ防止対
策の充実

企画政策課
「知っておきたいデートＤＶ」（リーフレット）を、市ホームページや市報で掲載す
るとともに、東京都で作成をしている「デートＤＶって、なんだろう？」を成人式
で配布し、デートＤＶの実態、チェックリスト、相談先等を広く市民に周知した。

A ○
デートＤＶ防止対策のため、関係団体、関係各課と協力しながら、
今後もデートＤＶの実態や相談先等を広く市民に周知していく。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

85
関係機関との連携
による安全確保

関係各課
（企画政策課）

被害者支援体制の強化のため、東京ウィメンズプラザ職員を講師とし、庁内
関係者向けの研修会を開催するとともに、庁内関係各課との情報交換会を開
催し、国等の支援制度の情報を共有した。。

A ○ ○ ○
被害者支援の一環として、今後も継続して関係機関との連携を
図っていく。

企画政策課

配偶者からの暴力等による被害者の支援に関する事務取扱要綱に基づく支
援におけるセキュリティー強化の運用について庁内関係者向けの研修会を開
催するとともに、庁内関係各課との情報交換会を開催し、関係機関、関係各
課と連携し、支援した。

B ○ ○ ○
被害者支援の一環として、今後も関係機関、庁内の関係各課と連
携して支援していく。

市民課
DV及びストーカー行為等の被害者からの申出により、住民基本台帳の閲覧
制限等の支援措置を実施した。 B ○ 継続して支援措置を実施する。

87
加害者からの追及
に対する被害者へ
の支援

企画政策課

配偶者からの暴力等による被害者の支援に関する事務取扱要綱に基づき、
関係機関、庁内の関係各課と連携して支援するとともに、東京ウィメンズプラ
ザ職員を講師とする研修を開催することにより、加害者対応について関係各
課で意識を共有した。

A ○ ○ ○
被害者支援の一環として、今後も関係機関、庁内の関係各課と連
携して支援していく。

88
民間シェルターへ
の財政的支援

企画政策課
小金井市緊急一時保護施設運営費補助金交付要綱に基づき、民間シェル
ターへ財政的支援を行った。 B ○ ○ ○ 被害者支援の一環として、民間シェルターを支援していく。

昨年度と同様に様々な媒体を通じ、広く市民に周知することにより
ＤＶ防止に向けた普及啓発をすることができた。

医療機関等との連携を図ることにより、ＤＶの防止に向け啓発を
行った。

関係機関等への情報提供に努めた。

「人権教育プログラム（学校教育編）」（東京都教育委員会）の活
用を積極的に図るよう周知すると共に、活用した研修会を行った。

効果があったと思われる
男女共同参画の視点

乳児全戸訪問事業で指導員等が家庭訪問した際や、乳幼児の健
診事業でアンケートの実施や聴き取りを行い、支援が必要な家庭
の早期発見に努めた。

要保護児童対策地域協議会の各種会議により、児童虐待防止に
関する各機関の共通認識や周知、早期発見や支援などを実施す
ることができた。また年１回の研修を２回実施し、関係機関のスキ
ル向上に寄与することができた。

昨年度と同様に様々な媒体を通じ、広く市民に周知することによ
り、相談しやすい体制を整えた。

効果（達成度）の理由

デートＤＶ防止の一助とするため、「知っておきたいデートＤＶ（リー
フレット）」を活用するとともに、今年度からは新たに東京都で作成
をした「デートＤＶってなんだろう」を活用し、広く市民に情報発信を
行い、予防啓発に努めた。

①固定的な性別役割分担意識の解消や男女平等意識・人権意識の育成

民間シェルターへの財政的支援によって、被害者の支援及び生
活の安定を図った。

昨年度には行っていなかった東京都で作成している「デートＤＶっ
てなんだろう？」を成人式で740枚配布したことにより例年以上に
広く普及啓発をすることができた。

研修会を開催することにより、例年と比べ庁内の実情に沿ったＤＶ
に関する情報収集をすることができた。

男女共同参画のための
今後の課題や推進の方向性

効果（達成度）の理由

関係機関、庁内の関係課と連携して、被害者の支援及び生活の
安定を図るとともに、京ウィメンズプラザ職員を講師とする研修を
開催することにより、加害者対応について関係各課で意識を共有
することができた。。

関係機関との連携を図ることにより、ＤＶの防止に向けての機運を
高めることができた。

庁内関係者向けの研修会を開催したことにより、被害者の支援、
安全確保の方策を共有し連携強化をすることができた。

研修等を通じ関係機関、庁内の関係課と連携して、被害者の支援
及び生活の安定を図るための意識の共有をすることができた。

支援措置を実施することにより、被害者の個人情報保護を推進す
ることができた。

効果があったと思われる
男女共同参画の視点

男女共同参画のための
今後の課題や推進の方向性

④課題を抱える男女の支援や人権を守るための支援

②仕事と生活が両立できる社会環境づくりや意識の育成 ⑤男女がともに様々な社会参加・方針決定過程参加をするための環境づくり

③男女の生活の安定と自立を促す取組

■男女共同参画の視点（概ね達成できている場合は○印、十分達成できている場合は◎印を選択しています）

⑥他部署や関係機関との連携による男女共同参画の推進

具体的施策

担当課

番号 担当課

具体的施策

基本目標Ⅲ　人権を侵害する暴力を許さない社会づくりで安心を守る

１　暴力の未然防止の意識づくり

実施内容
主要
施策

番号 主要事業

緊急一時的
な保護・支援
の実施

79
医療機関・関係機
関への情報提供
の充実

主要事業

（１）ＤＶの防
止に向けた
情報提供や
啓発、早期
発見

86
被害者等に関する
個人情報保護の
推進

早期発見の
ための連携
体制強化

26

主要
施策

（２）若い世
代への啓発・
教育の推進

81

実施内容

（１）安全確
保と自立支
援の実施

27

自己評価
（対前年進捗度）

自己評価
（対前年進捗度）

広報及び啓
発活動の推
進 ★

若年層に対
する予防啓
発

２　被害者支援の推進

健診事業や児童
虐待防止対策を
通じた早期発見

■自己評価（対前年進捗度）について
A＝充実・強化（事業を新たに実施した。または充実した。）
B＝前年度同様（前年度と同様の内容で実施した。）
C＝縮小
D＝未着手（該当事業に取り組まなかった。）
E＝終了



① ② ③ ④ ⑤ ⑥

89
生活の再建に向
けた支援と情報提
供

関係各課
（企画政策課）

被害者支援の一環として、東京ウィメンズプラザ職員を講師とする研修等を行
い都や市町村における対応での情報を得ることができた。 B ○ ○ ○

被害者支援の一環として、今後も継続して生活の再建に向けた支
援と情報提供を行っていく。また、生活の再建に向けた支援の方策
を充実するため、情報収集を行う。

保育課
児童相談所及び子ども家庭支援センターと連携し、保育所入所及び在園して
いる要保護児童への支援を行っている。 B ○

行政全体として支援していくための専門知識を持った職員の育成
が課題。

学務課
支援が必要な家庭から相談があった場合は、速やかに就学できるように手続
を行った。また、市内の各小中学校と情報を共有したことで、連携ができた。 B ◎ 今後も関係機関と連携して、適宜対応していく。

指導室 教育相談所における就学等の相談を行っている。 B ○ 関係諸機関との連携した取組を推進する。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

91
女性総合相談の
活用

企画政策課

女性が生活を営む中で直面している様々な悩みについて、気軽に相談できる
場を提供し、専門のカウンセラーによる適切な助言を行うことによって、良い
方向性が見出せるように援助をした。
（平成28年度相談件数　105件　保育利用件数4件）

B ○ ○
平成２９年度から、より多くの様々な課題を抱える市民の相談に対
応するため、年１２回（３６コマ）増加する。

92
男性に対する相談
支援窓口に関する
情報提供

企画政策課
市報、市ホームページ、刊行物（新成人のみなさんへ）を通して、男性に対す
る相談支援窓口に関する情報提供を行った。 B ○ ○

男性も相談しやすい環境を整えるため、さらに情報収集を行うとと
もに、男性の相談窓口等に関する情報を提供していく。

93
相談対応能力の
向上

企画政策課
東京ウィメンズプラザ職員を講師とする研修会を開催し、庁内関係各課の相
談能力の向上を図った。 A ○ ○

今後も継続して、関係機関による研修会・講演会等へ参加するとと
もに、庁内での研修会等を開催するなど情報収集等に努めていく。

94
関係機関との連
携・情報共有の強
化

企画政策課
相談内容により状況に応じて、相談者の同意のもと、関係機関と連携・情報
共有しながら対応した。 B ○ ○

今後も状況に応じて、関係機関と連携・情報共有しながら支援して
いく。

95
住所・居所に係る
証明書の交付等
における支援

関係各課
（企画政策課）

配偶者からの暴力等による被害者の支援に関する事務取扱要綱に基づき、
関係機関、庁内の関係各課と連携して支援した。 B ○ ○ ○

被害者支援の一環として、今後も関係機関、庁内の関係課と連携
して支援していく。

96
庁内関係部署との
情報共有・連携の
強化

企画政策課
被害者支援について、男女共同参画施策推進行政連絡会議、東京ウィメンズ
プラザ職員による研修会、ＤＶ被害者対応に係る庁内関係課会議等で、庁内
関係部署と情報共有し、連携体制を確認した。

B ○ ○
被害者支援体制を堅持するため、今後も継続して、庁内関係部署
との情報共有・連携を図っていく。

97
国、都、近隣自治
体等との広域的連
携の推進

企画政策課

国・都等の動向を情報収集するとともに、近隣自治体等との情報交換を行い
市民に有益な情報を広く周知した。また広域での取組として、「女性に対する
暴力をなくす運動」（11月12日～25日）では庁舎内でＤＶ防止普及啓発パネル
展を実施した。

B ○ ○
広域的連携により収集した市民に有益な情報を発信し、広域的連
携を通じて、暴力を許さない社会づくりの機運を盛り上げていく。

98
警察等、他の機
関・団体との連携
と支援体制の確立

企画政策課
配偶者からの暴力等による被害者の支援等において、状況に応じて警察等、
他の機関・団体との連携を図った。 B ○ ○ ○

今後も継続して、警察等、他の機関・団体との連携を図り、支援体
制を充実させていく。

99
民間支援組織等
の情報収集・提供

企画政策課
民間支援組織等の情報を収集し、関係団体や市民に有益な情報は、それぞ
れ情報提供した。また、女性総合相談のカウンセラーを通じて、必要に応じて
利用者へ案内した。

B ○ ○ 今後も継続して、市民に有益な情報の収集及び提供に努めていく。

100
配偶者暴力相談
支援センターに関
する機能の研究

企画政策課
都が発行している区市町村ＤＶ対策推進窓口通信等を通じて、近隣自治体の
配偶者暴力相談支援センターに関する情報を収集した。 B ○

今後も継続して、配偶者暴力相談支援センターに関する機能の研
究を続けていく。

研修会を開催することにより、関係各課の相談能力向上につなげ
ることができた。

関係機関と連携・情報共有することによって、課題を抱える市民の
支援をすることができた。

庁内関係部署と情報共有・連携することによって、ＤＶ被害者を支
援する体制を整えた。

③男女の生活の安定と自立を促す取組 ⑥他部署や関係機関との連携による男女共同参画の推進

男女共同参画のための
今後の課題や推進の方向性

課題を抱える男女の支援及び生活の安定と自立を促すため、東
京ウィメンズプラザ職員を講師とする研修等を行い、関係各課に
おいて生活の再建に向けた支援の方策を共有し、情報提供をす
ることができた。

①固定的な性別役割分担意識の解消や男女平等意識・人権意識の育成

効果があったと思われる
男女共同参画の視点

課題を抱える市民に対して、課題解決の方向を見いだせるように
援助した。

効果（達成度）の理由

②仕事と生活が両立できる社会環境づくりや意識の育成

保護者が抱える就学等に関する多様化した悩み相談への対応
に、関係機関と連携しながら丁寧に取り組んだ。

課題を抱える男性の支援のため、相談窓口を紹介し、相談しやす
い環境を整えた。

情報誌、電子情報から、様々な情報を収集し、配偶者暴力相談支
援センターの状況を把握することができた。

⑤男女がともに様々な社会参加・方針決定過程参加をするための環境づくり

支援体制を整備しており、適宜対応できた。

待機児童が多い中、出来る限り入所への配慮を行うとともに、在
園している要保護児童についても連携しながら支援を行ってい
る。

④課題を抱える男女の支援や人権を守るための支援

関係機関、庁内の関係課と連携して、被害者の支援及び生活の
安定を図った。

効果（達成度）の理由

■男女共同参画の視点（概ね達成できている場合は○印、十分達成できている場合は◎印を選択しています）

男女共同参画のための
今後の課題や推進の方向性

実施内容

基本目標Ⅲ　人権を侵害する暴力を許さない社会づくりで安心を守る

効果があったと思われる
男女共同参画の視点

広域的な連携を図ることにより、スケールメリットを活かした支援を
充実させることができた。

警察等、他の機関・団体との連携を図ることによって、課題を抱え
る男女の支援や生活の安定に寄与することができた。

（２）連携体
制の充実

民間支援組織等の有益な情報を市民等に発信することにより、市
民の要望に対応することができた。

主要
施策

担当課 実施内容

地域連携の
推進 ★

相談機能の
強化

主要事業 担当課具体的施策 番号

３　相談・連携体制の整備・充実

具体的施策 番号 主要事業

庁内関係部
署との連携

（１）相談体
制の整備・強
化

90
子どもに対する保
育・就学等の支援
の実施

（１）安全確
保と自立支
援の実施

自立支援体
制の確立

28 29

自己評価
（対前年進捗度）

主要
施策

自己評価
（対前年進捗度）

■自己評価（対前年進捗度）について
A＝充実・強化（事業を新たに実施した。または充実した。）
B＝前年度同様（前年度と同様の内容で実施した。）
C＝縮小
D＝未着手（該当事業に取り組まなかった。）
E＝終了



① ② ③ ④ ⑤ ⑥

企画政策課

ストーカー行為等の規制等に関する法律について、改正内容等を東京ウィメ
ンズプラザ職員による研修会で関係各課に周知した。また配偶者からの暴力
等による被害者の支援に関する事務取扱要綱に基づき、関係機関、庁内の
関係各課と連携して支援した。

B ○ ○ ○
被害者支援の一環として、今後も関係機関、庁内の関係課と連携
して支援していく。

市民課
DV及びストーカー行為等の被害者からの申出により、住民基本台帳の閲覧
制限等の支援措置を実施した。 B ○ 継続して支援措置を実施する。

102
セクシュアル・ハラ
スメントの防止の
推進

企画政策課
苦情処理窓口の設置、女性総合相談を実施し、人権侵害に対する苦情・相談
を受け付けるとともに、市ホームページではセクシャル・ハラスメント防止につ
いて情報提供し、また相談先等も周知した。

B ○
苦情・相談の受付に対応するため、今後も継続して実施していくと
ともに、様々な機会を通じて苦情処理窓口の周知をしていく。

関係各課
（子育て支援

課）

要保護児童対策地域協議会の開催
代表者会議年1回、実務者会議年４回、個別ケース会議年３７回、要保護児
童対策地域協議会研修会年２回

B ○ ○ ○ ○

要保護児童対策地域協議会の場を利用し、児童虐待防止のため
の各機関の役割や機能をそれぞれの機関に考えていただく機会を
設け、共通認識をもつことで、より効果的な情報共有・対応を実施
する。

関係各課
（介護福祉課）

高齢者虐待の防止、早期発見、被虐待高齢者の保護及び養護者に対する支
援を適切に実施するため、ネットワークを構築している。虐待の防止から、個
別支援に至る各段階で関係機関と連携し、多面的な支援を実施する。また、
高齢者の権利擁護に関する啓発活動を行い、虐待等の権利侵害の防止や早
期発見を促進させる。その他、施設虐待に対応する。

B ○ ○
継続的に高齢者の権利擁護を推進し、関係者に連携を呼び掛け
る。

関係各課
（自立生活
支援課）

相談・通報の連絡先として２４時間体制での小金井市障害者虐待防止セン
ターを設置している。 B ◎ 今後も、虐待防止対策の推進を図っていきたい。

①固定的な性別役割分担意識の解消や男女平等意識・人権意識の育成 ④課題を抱える男女の支援や人権を守るための支援

②仕事と生活が両立できる社会環境づくりや意識の育成

⑥他部署や関係機関との連携による男女共同参画の推進

要保護児童対策地域協議会の各種会議により、児童虐待防止に
関する各機関の共通認識や周知、早期発見や支援などを実施す
ることができた。また年１回の研修を２回実施し、関係機関のスキ
ル向上に寄与することができた。

関係機関、庁内の関係課と連携して、被害者の支援及び生活の
安定を図った。

効果（達成度）の理由

虐待ケースあるいは虐待のリスクがあるケースに対し、各関係機
関が連携して支援を実施している。本人及び養護者（もしくは施
設）に対する働きかけにより、虐待状況やリスクの改善を図ってい
る。

⑤男女がともに様々な社会参加・方針決定過程参加をするための環境づくり

③男女の生活の安定と自立を促す取組

主要
施策

具体的施策 番号 主要事業
男女共同参画のための

今後の課題や推進の方向性

支援措置を実施することにより、被害者の個人情報保護を推進す
ることができた。

女性総合相談では、男女平等を阻害する人権侵害に対して、問
題解決の方向が見いだせるよう援助した。

■男女共同参画の視点（概ね達成できている場合は○印、十分達成できている場合は◎印を選択しています）

担当課 実施内容

基本目標Ⅲ　人権を侵害する暴力を許さない社会づくりで安心を守る

２４時間体制で相談・通報の連絡を受けることにより、虐待をして
しまう養護者を含む家族全体を地域ぐるみで支援することに努め
ている。

効果があったと思われる
男女共同参画の視点

ストーカーや
セクシュア
ル・ハラスメ
ント、虐待等
の防止対策・
支援等の充
実

ストーカーなどか
らの個人情報保護
の推進

４　ストーカーやセクシュアル・ハラスメント、虐待等への適切な対応と対策

（１）ストー
カーやセク
シュアル・ハ
ラスメント、
虐待等への
対策の推進

101

103

子ども・高齢者・障
がい者等に対する
虐待防止対策の
推進

3130

自己評価
（対前年進捗度）

■自己評価（対前年進捗度）について
A＝充実・強化（事業を新たに実施した。または充実した。）
B＝前年度同様（前年度と同様の内容で実施した。）
C＝縮小
D＝未着手（該当事業に取り組まなかった。）
E＝終了



① ② ③ ④ ⑤ ⑥
男女の市政
参画の促進
★

104
審議会委員等へ
の女性の登用の
促進

企画政策課

行政委員会及び審議会等における、女性委員の登用状況調査を実施し、そ
の結果を受け、全庁的に女性委員の登用促進について要請した。また、男女
共同参画施策推進行政連絡会議においても、近年の状況等を共有し、審議
会委員等への女性の登用を促した。

B ○ ○
男女の市政参画の促進として、女性委員の登用状況調査を通じ
て、全庁的に審議会委員等への女性の登用を要請していくととも
に、委員改選時にも対象課に女性委員の登用を働きかけていく。

関係各課
（広報秘書課）

市政だより毎月1回発行
町会長・自治会長連絡会全体会　1回（参加人数：38人）
町会長・自治会長連絡会ブロック会　各４回（参加人数：計59人）

B ◎ 実施内容の充実を図りながら。事業の継続を図る。

関係各課
（コミュニティ

文化課）

多くの人々や団体が結ばれ、小金井市の市民活動が一層活性化されること
を期待するとともに、これから活動を始めたい方が市民活動団体にアクセスで
きるように、また、市民活動団体が自らの活動情報を発信したり、他の団体と
交流、連携するために市民活動団体リストを作成した。

B ○ 男女問わず、市民活動に参加できるよう継続が必要と考える。

関係各課
（生涯学習課）

スポーツ団体に対し男女を問わずに情報提供を行った。 B ○ 引き続き情報提供を行う。

106
防災・防犯分野に
おける男女共同参
画の推進

地域安全課

 防災・防犯分野における審議会において、計画及び条例案等について審議
を行った。
防災会議：31人（男性：23人、女性：8人） 開催1回
安全・安心まちづくり協議会：20人（男性：15人、女性：5人）　開催4回

B ○ ○ 引き続き各審議会委員における女性比率の向上を図る。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

107
男女共同参画関
係団体への支援・
連携

企画政策課
男女共同参画関係団体が主催する事業への後援、広報協力等により支援
し、関係団体に有益な情報の提供を行った。また、女性談話室の活用により、
市民団体を支援した。

B ○
男女共同参画を総合的に推進していくため、今後も継続して、男女
共同参画関係団体等への支援・連携していく。

企画政策課

市民編集委員の市民参加により、情報誌かたらいを年2号発行した。（44号
2,600部、45号2,600部）
また、市民実行委員や市民活動団体等との連携により、第30回こがねいパ
レットを開催した。（参加者　103人：女性82名、男性10人、子ども3人）

B ○
男女共同参画を総合的に推進していくため、今後も継続して、市民
や市民活動団体等と連携していく。

コミュニティ
文化課

職員の協働意識の向上を図る等のため、職員をＮＰＯ法人に派遣する研修を
行った。その後、研修報告会を開催した。
（派遣職員数：31人、派遣団体数：9団体）

B ○
職員の協働意識の更なる向上を図るためにも、継続が必要と考え
る

109
多様な市民参加
の推進

企画政策課

平成２７年度には、第6期市民参加推進会議で男女の偏りの是正を含め、多く
の市民の参加を推進するため、試行として無作為抽出による公募市民の選
出を行った。平成２８年度には、まち・ひと・しごと創生総合戦略推進委員会で
も、同様に無作為抽出による公募市民の委員選出を行った。

A ○
引き続き、男女共同参画のための、より有効な活用方法等を検討
していく。また、無作為抽出による公募市民の選出について、男女
の偏りの是正の視点を含め、運営の手順等を作成する。

110
（仮称）男女平等
推進センター整備
の検討

企画政策課
他の公共施設の検討の機会をとらえて、（仮称）男女平等推進センターのあり
方について情報の把握に努めた。 B ○ 事業内容の充実を図りながら、今後も情報の収集に努める。

111
女性談話室の活
用

企画政策課
女性談話室の予約件数は432件、月平均36件のグループ等の利用があった。
また室内に男女共同参画関係資料や男女共同参画に関する定期刊行物を
配架し、情報提供を行った。

B
今後も男女共同参画関連資料を配架するなど、情報提供の場とし
て活用するとともに、男女共同参画を推進する市民活動の場として
有効活用を図る。

情報誌かたらい編集委員やこがねいパレット実行委員である市民
との連携や市民活動団体等が開催する講座への後援、市民活動
団体等の活動を紹介するこがねいパレットでの団体展示など各種
連携を通じ、男女共同参画の推進を図ることができた。

市民協働推進という観点から行った事業でもあり、参加者職員の
協働意識の向上及び報告会に参加したＮＰＯ法人の関係者から
も好評を得た

市全体の公共施設のあり方と協調する必要があり、情報の収集
に努めるとともに、男女平等に関する意識調査において「男女平
等センターへの要望」を調査し、市民がセンターにどのような機能
を求めているかを把握ることができた。

効果（達成度）の理由

③男女の生活の安定と自立を促す取組 ⑥他部署や関係機関との連携による男女共同参画の推進

男女共同参画のための
今後の課題や推進の方向性

■男女共同参画の視点（概ね達成できている場合は○印、十分達成できている場合は◎印を選択しています）

①固定的な性別役割分担意識の解消や男女平等意識・人権意識の育成 ④課題を抱える男女の支援や人権を守るための支援

②仕事と生活が両立できる社会環境づくりや意識の育成 ⑤男女がともに様々な社会参加・方針決定過程参加をするための環境づくり

町会・自治会に対し、地域に必要な情報提供をすることで、地域に
貢献し、男女に平等な地域の活性化にも協力できたと考える。

効果（達成度）の理由

女性委員の登用を促進していくため、関係各課に働きかけを行
い、女性登用をうながした。

担当課 実施内容

（１）政策・方
針決定過程
への参画の
拡大

地域におけ
る女性のエ
ンパワーメン
トの拡大

108

男女共同参画のための
今後の課題や推進の方向性

効果があったと思われる
男女共同参画の視点

条例案等についての審議において、男女問わず様々な意見を得
られるよう審議会運営を行ったため。

関係団体等との連携・協力のもと、男女共同参画の推進を図るこ
とができた。

新規登録や内容修正の際、男女に偏らない掲載に配慮した。

男女を問わず広く周知できた。

市民や地域
団体との協
働

効果があったと思われる
男女共同参画の視点

主要
施策

具体的施策 番号 主要事業 担当課 実施内容

自己評価
（対前年進捗度）

参画を促す
環境づくり
★

１　政策・方針決定過程への男女の参画

番号 主要事業

32

２　市民参加・協働による男女共同参画の推進

主要
施策

（１）市民参
加の推進

105

自治会・町会・市
民活動団体・ス
ポーツ団体等の長
への参画の促進
に向けた情報提供

市民や市民活動
団体等との連携

基本目標Ⅳ　男女共同参画を総合的に推進する仕組みをつくる

具体的施策

33

より多くの市民の参加を推進するための取組として、無作為抽出
による公募市民の選出を実施する審議会を増加した。

利用者に向けて、男女共同参画関係資料を情報提供することに
よって、男女平等意識・人権意識を育成する環境を整えた。

自己評価
（対前年進捗度）

■自己評価（対前年進捗度）について
A＝充実・強化（事業を新たに実施した。または充実した。）
B＝前年度同様（前年度と同様の内容で実施した。）
C＝縮小
D＝未着手（該当事業に取り組まなかった。）
E＝終了



① ② ③ ④ ⑤ ⑥

112
働きやすい職場環
境の整備

職員課
働きやすい職場環境整備の一助として、職員に育児・介護休業制度の周知徹
底・普及浸透を図った。 B ○ ○ 事業内容の充実を図りながら、事業を引き続き継続する。

113
男女平等の視点
に立った配置内容
への配慮

職員課
人事異動・昇任については、男女平等の視点で行った。
平成29年4月1日現在、全体68人14.7％女性管理職10人（部長1人、課長9人） B ○ ○ 今後も男女共同の視点に立って充実していく。

職員課
セクハラだけでなくパワハラにも対応できるよう要綱を改正しており、周知に努
めた。 B ○

安心して相談できる相談員等の対応やセクハラ・パワハラの正しい
理解を引き続き周知していく。

指導室 各種研修会や推進委員会を通して、理解を深めた。 B ○ ○ ハラスメント防止に関わる教育を推進する。

職員課
女性職員登用のための意識啓発及びキャリアデザイン支援の研修を実施し
た。平成28年度実績…13人。 B ○ ○ 今後も男女共同の視点に立って充実していく。

指導室 主任教諭、主幹教諭、管理職への受験を奨励した。 B ○ 男女平等にむけて環境を整備していく。

116 職員研修の充実 職員課
東京都市町村職員研修所「男女共同参画社会形成研修」への研修生派遣。
平成28年度実績…男性18人、女性10人。 B ○ 職員の知識の修得のため継続して実施する。

117
職員の通称名（旧
姓）使用

職員課
旧姓使用承認申請に基づき、旧姓使用の承認を行った。
平成28年度旧姓使用承認件数6件 B ○ 事業を引き続き継続する。

118

男女共同参画施
策推進行政連絡
会議を通じた庁内
連携の強化

企画政策課
男女共同参画施策推進行政連絡会議を開催し、第4次男女共同参画行動計
画の推進について関係各課の協力、連携を求めた。また（仮称）第５次男女
共同参画行動計画を策定するため、同会議において検討を行った。

B ○
今後も男女共同参画施策を総合的かつ計画的に推進するため、
継続して計画の進捗を管理していく。

119
男女平等推進審
議会の運営

企画政策課

審議会を7回開催。平成27年度第4次男女共同参画行動計画推進状況調査
結果について報告し、各課の推進状況について確認をいただき、報告書に対
する意見をいただいた。合わせて（仮称）第５次男女共同参画行動計画策定
について諮問し、平成２９年２月に答申をいただいた。

B ○

今後も男女共同参画施策を総合的かつ計画的に推進するため、
第4次男女共同参画行動計画の年次報告等を評価いただくととも
に、第５次男女共同参画行動計画の年次報告に関する検討を行
う。

120

定期的な調査を通
じた計画の進捗管
理及び評価の仕
組みづくり

企画政策課
第4次男女共同参画行動計画の平成27年度推進状況調査を報告書として公
表した。また評価の仕組みづくりとして、男女平等推進審議会からいただいた
質問等を各課にフィードバックし情報の共有を行った。

B ○

今後も引き続き第5次男女共同参画行動計画に基づき。男女共同
参画施策を総合的かつ計画的に推進するため、継続して計画の進
捗を管理していくとともに男女平等推進審議会から報告書に対する
提言をいただく。

121
国・都・他自治体と
の連携及び情報
共有

企画政策課
都・他自治体が策定した計画及び年次報告に係る情報を収集し、動向を把握
した。 B ○ 今後も国・都・他自治体などと連携し、情報を共有していく。

第5次男女共同参画行動計画の策定のため、国、都、他自治体な
どの計画を収集することにより、動向を把握し計画策定の資料と
することができた。

各校においてハラスメント防止についての研修計画を立て、計画
的実施し、理解と周知が図られた。

人事異動・昇任に際して、男女平等の視点で行った。
より効果があるように、入所5～7年目までの職員を対象とした。、

主任教諭、主幹教諭、管理職への受験を推進し、教員の意識付
けを図ることができた。

入所2年目の職員を派遣し、男女共同参画についての知識を修得
することができた。

旧姓使用承認申請に基づき、旧姓使用の承認を行った。

第4次男女共同参画行動計画の推進及び（仮称）第５次男女共同
参画行動計画策定のため関係各課との連携に努めた。

■男女共同参画の視点（概ね達成できている場合は○印、十分達成できている場合は◎印を選択しています）

①固定的な性別役割分担意識の解消や男女平等意識・人権意識の育成 ④課題を抱える男女の支援や人権を守るための支援

②仕事と生活が両立できる社会環境づくりや意識の育成

男女平等推進審議会より、第５次男女共同参画行動計画（案）に
関する答申を平成２９年２月にいただくとともに、第4次男女共同参
画行動計画の年次報告及び意識調査の結果等を踏まえた行動
計画の改定について、提言をいただいた。

第4次男女共同参画行動計画の平成27年度推進状況の進捗を管
理し、その結果を広く公表した。また、評価の仕組みづくりとして、
男女平等推進審議会から、報告書に対する提言をいただいた。

効果があったと思われる
男女共同参画の視点

③男女の生活の安定と自立を促す取組 ⑥他部署や関係機関との連携による男女共同参画の推進

男女共同参画のための
今後の課題や推進の方向性

人事異動・昇任に際して、男女平等の視点で行った。

セクハラだけでなくパワハラにも対応できるよう要綱を改正してお
り、職員が安心して働けるように整備した。

効果（達成度）の理由

職員次世代育成支援プランハンドブックの作成・周知を通じて、育
児・介護休業制度の周知徹底・普及浸透を図った。

⑤男女がともに様々な社会参加・方針決定過程参加をするための環境づくり

主要
施策

具体的施策 番号 主要事業 担当課 実施内容

（２）計画の
推進体制の
強化

市職員や教
職員の男女
平等に向け
た環境整備

（１）庁内の
男女平等の
推進

計画推進体
制の整備 ★

３　庁内の推進体制の充実・強化

115
指導的立場への
登用に向けた女性
の人材育成

114

基本目標Ⅳ　男女共同参画を総合的に推進する仕組みをつくる

35

ハラスメントの防
止と指針の周知徹
底

34

自己評価
（対前年進捗度）

■自己評価（対前年進捗度）について
A＝充実・強化（事業を新たに実施した。または充実した。）
B＝前年度同様（前年度と同様の内容で実施した。）
C＝縮小
D＝未着手（該当事業に取り組まなかった。）
E＝終了



Ⅲ　資料
１　行政委員会及び審議会等における女性の割合（平成２９年４月１日現在）

Ⅰ　行政委員会（地方自治法第１８０条の５）

名　　　　　称
総委員数
（人）

女性委員
（人）

教育委員会 5 2 40.0% (40.0%)

選挙管理委員会 4 1 25.0% (25.0%)

人事委員会（公平委員会） 3 0 0.0% (0.0%)

監査委員 3 1 33.3% (33.3%)

農業委員会 15 3 20.0% (20.0%)

固定資産評価審査委員会 3 1 33.3% (33.3%)

委員会数
女性を含む
委員会数

割合

6 5 83.3%

Ⅱ　附属機関（地方自治法第２０２条の３）

名　　　　　称
総委員数
（人）

女性委員
（人）

市民参加推進会議 12 3 25.0% (27.3%)

指定管理者選定委員会 5 1 20.0% (20.0%)

まち・ひと・しごと創生総合戦略推進委
員会

9 1 11.1% (  - )

男女平等推進審議会 10 8 80.0% (80.0%)

情報公開・個人情報保護審査会 5 2 40.0% (40.0%)

情報公開・個人情報保護審議会 11 3 27.3% (27.3%)

行政不服審査会 3 1 33.3% (33.3%)

防災会議 31 8 25.8% (34.5%)

消防団運営審議会 11 1 9.1% (9.1%)

国民保護協議会 23 4 17.4% (17.4%)

安全・安心まちづくり協議会 20 5 25.0% (25.0%)

公務災害補償等審査会 3 1 33.3% (33.3%)

特別職報酬等審議会 0 0 0.0% (20.0%)

はけの森美術館運営協議会 6 2 33.3% (33.3%)

はけの森美術館収集評価委員会 5 0 0.0% (20.0%)

小口事業資金融資審議会 6 1 16.7% (16.7%)

消費生活審議会 7 3 42.9% (57.1%)

国民健康保険運営協議会 16 6 37.5% (41.2%)

地下水保全会議 5 0 0.0% (0.0%)

環境審議会 10 2 20.0% (20.0%)

緑地保全対策審議会 10 3 30.0% (30.0%)

廃棄物減量等推進審議会 15 4 26.7% (30.8%)

民生委員推せん会 7 5 71.4% (57.1%)

福祉サービス苦情調整委員 2 1 50.0% (50.0%)

障害支援区分判定審査会 22 10 45.5% (30.4%)

児童発達支援センター運営協議会 12 6 50.0% (50.0%)

介護認定審査会 37 12 32.4% (27.0%)

行政不服審査法
行政不服審査法の施行に関する条例

割合（％）
※（ )は前回調査値

割合（％）
※（ )は前回調査値

はけの森美術館条例

小口事業資金融資あっせん条例

消費生活条例

国民健康保険条例

地下水及び湧水を保全する条例

環境基本条例

防災会議条例

消防団運営審議会条例

武力攻撃事態等における国民の保護のための
措置に関する法律
国民保護協議会条例

安全・安心まちづくり条例

議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補
償に関する条例

はけの森美術館条例

特別職報酬等審議会条例

根　拠　法

市民参加条例

公の施設の指定管理者の指定手続等に関する
条例

男女平等基本条例

情報公開・個人情報保護審査会条例

情報公開・個人情報保護審議会条例

小金井市まち・ひと・しごと創生総合戦略推
進委員会設置要綱

地方税法第４２３条

 　　　　 Ⅰ　合計 33 8 24.2% (24.2%)

障害者総合支援法
障害支援区分判定審査会条例

根　拠　法

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

地方自治法第１８１条

地方公務員法第７条

地方自治法第１９５条

農業委員会等に関する法律

児童発達支援センター条例

小金井市緑地保全及び緑化推進条例
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廃棄物の処理及び清掃に関する法律
廃棄物の処理及び再利用の促進に関する条例

民生委員法

福祉サービス苦情調整委員設置条例

介護保険法
介護福祉条例



名　　　　　称
総委員数
（人）

女性委員
（人）

介護保険運営協議会 20 6 30.0% (33.3%)

市民健康づくり審議会 14 6 42.9% (40.0%)

食育推進会議 15 10 66.7% (68.8%)

青少年問題協議会 25 7 28.0% (32.0%)

児童館運営審議会 10 6 60.0% (70.0%)

子ども・子育て会議 14 7 50.0% (46.7%)

都市計画審議会 18 3 16.7% (15.8%)

まちづくり委員会 10 3 30.0% (30.0%)

交通安全推進協議会 20 3 15.0% (20.0%)

都市計画事業東小金井駅北口土地区画整
理審議会

10 0 0.0% (0.0%)

都市計画事業東小金井駅北口土地区画整
理事業評価員

3 0 0.0% (0.0%)

奨学資金運営委員会 8 1 12.5% (12.5%)

社会教育委員の会議 10 5 50.0% (50.0%)

市史編さん委員会 8 1 12.5% (16.7%)

文化財保護審議会 6 1 16.7% (20.0%)

図書館協議会 10 5 50.0% (50.0%)

公民館運営審議会 9 4 44.4% (40.0%)

公民館企画実行委員の会議 29 10 34.5% (40.7%)

下水道使用料審議会 7 4 57.1% (  - ) 下水道使用料審議会条例

委員会数
女性を含む
委員会数

割合

45 41 91.1%

Ⅲ　市長の私的諮問機関（設置要綱などによる委員会等）

名　　　　　称
総委員数
（人）

女性委員
（人）

行財政改革市民会議 10 2 20.0% (20.0%)

小金井市民交流センター運営協議会 9 2 22.2% (22.2%)

市民協働推進委員会 6 2 33.3% (33.3%)

福祉有償運送運営協議会 7 3 42.9% (42.9%)

地域自立支援協議会 19 8 42.1% (42.1%)

予防接種健康被害調査委員会 6 2 33.3% (14.3%)

(仮称）小金井市新福祉会館建設検討委員
会

0 0 0.0% (30.8%)

子ども家庭支援センター運営協議会 0 0 0.0% (80.0%)

地域公共交通会議 19 1 5.3% (10.5%)

小金井市在宅医療・介護連携推進会議設
置要綱

8 5 62.5% (  - )

小金井市認知症施策事業推進事業 9 5 55.6% (  - )

委員会数
女性を含む
委員会数

割合

9 9 100.0%

委員会数
女性を含む
委員会数

割合

60 55 91.7%

行財政改革市民会議設置要綱

市民協働推進委員会設置要綱

(32.0%)

小金井市民交流センター運営協議会設置要綱

福祉有償運送運営協議会設置要綱

市史編さん委員会条例

文化財保護条例

公民館条例

割合（％）
※（ )は前回調査値

割合（％）
※（ )は前回調査値

Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＝総合計 675 213 31.6% (32.2%)

Ⅱ　合計　

公民館条例

Ⅲ　合計 93 30 32.3%

地域自立支援協議会設置要綱

予防接種健康被害調査委員会設置要綱

549 175 31.9% (32.7%)

根　拠　法

根　拠　法

図書館協議会条例

交通安全推進協議会設置条例

子ども・子育て会議条例

都市計画法
都市計画審議会条例

まちづくり条例

介護福祉条例

市民健康づくり審議会条例

食育基本法
食育推進基本条例

青少年問題協議会条例

児童館条例
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子ども家庭支援センター運営協議会設置要綱

地域公共交通会議設置要綱

小金井市在宅医療・介護連携推進会議設置要
綱

小金井市認知症施策事業推進事業設置要綱

東小金井駅北口土地区画整理事業施行規程を
定める条例

東小金井駅北口土地区画整理事業施行規程を
定める条例

奨学資金支給条例

社会教育法
社会教育委員の設置に関する条例

（仮称）小金井市新福祉会館建設検討委員会
設置要綱



男女共同参画の視点からの表現に係る調査結果（平成２８年度）

Ｑ１　平成２８年度中に印刷物や電子媒体を活用して情報を発信したことがありますか？

ある ３９課（９２．９％）

ない ３課（７．１％）

■男女いずれかに偏った表現

Ｃ　できている面もあるが不十分である －

Ｄ　（あまり）できていない －

　庁内全課（対象４２課）に、印刷物や電子媒体を活用した情報発信の際に、男女共同参画の視点
からの表現が適正になされているかを調査しました。
　平成２８年度に印刷物や電子媒体を活用して情報を発信した課は４０課で、全体の９５．２％でし
た。
　作成時に留意している男女共同参画の視点としては、下表のとおりとなっています。

Ｑ２　男女双方を対象としているにもかかわらず、いずれかの性別のみが対象であるかのような印
　象を与えないようにしていますか？

Ｑ３　男女の役割分担意識や職業などのイメージを強調したり、個性を性別と連動させた表現を使
　用しないようにしていますか？

Ｑ４　男女のいずれかが中心的、もう一方が補助的・従属的な存在と決めつけた表現や、性別に
　よる能力や適性の優劣があるかのような表現を使用しないようにしていますか？

Ｑ５　男女で異なる表現を使用しないで、公平性、中立性を欠かさないようにしていますか？

Ｑ６　伝えたい内容と無関係に、いずれかの性別の外見や、性的側面を強調した表現を使用し
　ないようにしていますか？

■人目を引くための手段として使う表現

Ａ 十分できている    ３７課（９４．９％）

B  概ねできている    　２課（　５．１％）

B  概ねできている    　２課（　５．１％）

Ｃ　できている面もあるが不十分である －

Ｄ　（あまり）できていない －

Ｄ　（あまり）できていない －

■男女で異なった表現

Ａ 十分できている    ３７課（９４．９％）

－

■性別によるイメージを固定化した表現

Ａ 十分できている    ３７課（９４．９％）

B  概ねできている    　２課（　５．１％）

Ｃ　できている面もあるが不十分である －

Ｄ　（あまり）できていない －

■男女が対等な関係となっていない表現
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Ａ 十分できている    ３７課（９４．９％）

B  概ねできている    　２課（　５．１％）

Ｃ　できている面もあるが不十分である －

Ａ 十分できている    ３６課（９２．３％）

B  概ねできている     ３課（７．７％）

Ｃ　できている面もあるが不十分である －

Ｄ　（あまり）できていない



回答
ある ない

企画政策課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
財政課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
広報秘書課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
情報システム課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
総務課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
職員課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
管財課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
地域安全課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
市民課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
コミュニティ文化課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
経済課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
保険年金課 ○ ○ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ
市民税課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
資産税課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
納税課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
環境政策課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
ごみ対策課 ○ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
下水道課 ○ ○
地域福祉課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
自立生活支援課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
介護福祉課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
健康課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
子育て支援課 ○ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
保育課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
児童青少年課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
都市計画課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
道路管理課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
建築営繕課 ○ ○
交通対策課 ○ ○
まちづくり推進課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
区画整理課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

庶務課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
学務課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
指導室 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
生涯学習課 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
図書館 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
公民館 ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

■その他

福祉保健部

子ども家庭部

都市整備部

環境部

部名 課名
Ｑ１　情報発信の有無

Ｑ２ Ｑ５ Ｑ６

企画財政部

総務部

市民部

Ｑ３ Ｑ４

会計課
議会事務局
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監査委員事務局
農業委員会

学校教育部

生涯学習部

Ｑ７　自由記載欄（Ｑ２～６で、Ｄ、Ｅに該当する理由等）

情報発信については監査結果の公表や措置状況の公表が主であり、設問に該当するものはない。
ただし、発信の際には設問項目を十分意識している。

選挙管理委員会
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